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子高第 1 3 8 号
令和２年４月24日

高齢者施設施設長
介護保険サービス事業所管理者 殿

沖縄県子ども生活福祉部
高齢者福祉介護課長
（ 公 印 省 略 ）

緊急事態宣言の発出及び沖縄県緊急事態措置に伴う対応について

4月7日に発令された新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく政府の新型コロナウイル
ス感染症緊急事態宣言について、4月16日に緊急事態措置を実施すべき区域を全都道府県とする
ことが決定されました。
沖縄県では、感染拡大防止に全力で取り組むため、4月20日に県全域を対象に「沖縄県緊急事

態宣言」が発出されたところです。
政府対策本部の対処方針で示された重要事項を基に、「特措法に基づく緊急事態措置に係る沖

縄県実施方針」（4月22日）のとおり緊急事態措置を行うこととなりました。
貴施設におかれましては、利用者及び職員の健康管理、感染拡大防止対策の徹底等に引き続

き取り組むとともに、実施方針の趣旨をご理解いただき、下記のとおり対応いただきますよう
お願いします。

記
＜実施方針 該当箇所6ページ＞
１ サービスの継続について

介護サービスは、利用者の方々やその家族の生活を維持するうえで欠かせないものであ
ることから、引き続き、感染防止対策に留意のうえ、必要なサービスを継続的に提供され
るようお願いします。
なお、クラスター発生による感染リスク軽減の観点から、通所・短期入所サービスの利

用者のうち、家庭での対応が可能な方については、当該利用者やその家族の意向を充分に
確認のうえ、利用自粛の協力を求めてください。

２ 代替サービスの提供の確保について
やむを得ず、通所・短期入所サービス事業所を自主的に休業する場合には、利用者に必

要なサービスが提供されるよう、居宅介護支援事業所等と連携して、訪問系サービスの提
供など代替サービスの検討を行い、適切なサービスの提供の確保をお願いします。
また、休業する場合には、各指定権者へ事前にお知らせくださるようお願いします。な

お、今後、通所介護事業所等における感染者が増加した場合には、感染拡大を防止するた
め、休業等を要請することも考えられます。ついては、利用者やその家族、居宅介護支援
事業所等と相談の上、サービスの利用調整や代替サービスの確保等について、あらかじめ
検討していただくようお願いします。
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３ 感染拡大防止策の徹底について
厚生労働省の通知等を踏まえ、これまで感染対策の徹底についてお願いしてきたところ

ですが、「社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について（その２）」（令和
2年4月7日厚生労働省老健局各課連名事務連絡）（Vol.808）等を参考に、改めて感染防止策
の徹底をお願いします。
また、特に入所・居住系サービス施設においては、面会者からの感染を防ぐため、面会

は原則、中止をお願いします。

新型コロナウイルス関連のお知らせ（県ホームページ）

https://www.pref.okinawa.lg.jp/site/kodomo/korei/shido/shingatakorona-virus.html

４ 事業所の事業継続等について
新型コロナウイルス感染症の事業への影響をできるだけ小さくする観点で次のような取

扱い等の措置がされていますので、ご承知ください。

① 介護報酬算定の特例
「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱い

について（第2報）」（令和2年2月24日厚生労働省老健局各課連名事務連絡）別紙１のとおり、
実際に提供したサービスについて、相応の介護報酬の算定が可能となります。なお、自主
的に休業している場合や、①通所サービスの事業所におけるサービス提供と、②当該通所
サービスの事業所の職員による居宅への訪問によるサービス提供の両方を適宜組み合わせ
て実施する場合においても、同様の取扱いが可能となります。

※厚生労働省がこれまで示してきた「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事
業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて」について、まとめたページが以下の厚
生労働省HPに掲載されておりますので、ご確認ください。
https://www.pref.okinawa.lg.jp/site/kodomo/korei/shido/shingatakorona-virus.html

② 独立行政法人福祉医療機構(以下「福祉医療機構」という。）における融資制度の活用
福祉医療機構において、新型コロナウイルス感染症の影響により事業運営が縮小した介

護事業所に対して、無利子・無担保による経営支援が受けられます。
＜問合せ先＞独立行政法人福祉医療機構 大阪支店（福祉審査課）

電話：06-6252-0216

③ 雇用調整助成金の活用
新型コロナウイルス感染症に伴う経済上の理由による事業活動の縮小に伴い、事業主が

雇用調整のために労働者を休業させた場合には雇用調整助成金による支援の対象となりま
す。
＜問合せ先＞沖縄労働局職業対策課 電話：098-868-1606

担当：高齢者福祉介護課
電話：098-866-2214
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特措法に基づく緊急事態措置に係る沖縄県実施方針
令和２年４月２２日

沖縄県新型コロナウイルス感染症対策本部会議

新型インフルエンザ等対策特別措置法（以下「特措法」という。）第32条に基づく緊

急事態宣言を受け、政府対策本部の基本的対処方針で示された重要事項を基に、

次により緊急事態措置を行う。

Ⅰ 措置を実施する期間 令和２年４月２３日～令和２年５月６日

Ⅱ 措置の対象とする区域 沖縄県全域

１ 特定警戒都道府県の指定に向けて

沖縄県内の新型コロナウイルス感染者は、４月上旬から患者数が急速に増加し、

既に130人に及び、さらに感染経路が不明な事例も増え、専門家からは市中感染の

広がりも懸念されている。また、死亡事例が３例発生し重症例も増加するなど、医療

のフェーズが変わりつつあり、指定医療機関、協力医療機関以外の協力も必要な状

況となっている。まさに今が感染拡大を食い止める瀬戸際にある。

政府は、４月１６日、緊急事態宣言の区域を全都道府県に拡大するとともに、感染

拡大防止策を重点的に進める地域として、１３都道府県を「特定警戒都道府県」に指

定した。

離島県である沖縄県の感染状況は、今回加えられた６道府県と同様に厳しい状

況を迎えており、「特定警戒都道府県」に本県を追加するよう政府に求めるとともに、

県として以下の対策を行う。

２ 医療体制

（１）入院体制の強化

○県民、病院、離島を守るため、県内6カ所の感染症指定医療機関の他に、協

力病院15カ所を選定し、入院病床数を確保する。また、病院選定の基本方針を

定め、適切な入院医療の提供体制を整備する。（総括情報部）

①感染症指定医療機関：ICU,HCU利用を含む重症中心の入院

②協力病院：中等症及びリスク（基礎疾患、高齢者等）がある方で軽症の者

③宿泊療養：リスクのない軽症者で希望する者

○患者の病状に合わせた医療提供ができるように、県対策本部に医療コーディ

ネートチームを発足し、随時空き病床の確認を行い、保健所圏域を越えた入院

調整、搬送調整を行う。その際に、各医療機関のECMO、人工呼吸器の使用状

況、空き状況を日々確認し、患者の治療に合わせた入院調整を行う。（総括情
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報部）

○離島（宮古、八重山）においても、上記基本方針と同様に入院施設の確保を

行う。また、重症化し、高度医療が必要となった場合は、本島内の指定医療機

関へ搬送する体制を確立する。（総括情報部） ★特措法第24条第8項

○医療機関における感染制御に必要なN95マスク等の物品を確保し、院内感染

対策の更なる徹底を図る。（総括情報部） ★特措法第50条、第55条

○結核病床や一般病床等を管理・活用し、ピーク時の入院患者を受け入れるた

めに必要な病床を確保する。（病院事業局） ★特措法第47条

○BCPを踏まえ、必要に応じ、医師の判断に基づき延期が可能と考えられる手

術や入院の延期を検討する。（病院事業局） ★特措法第47条

（２）無症状者や軽症者への対応

○患者の増加に伴い、重症患者の入院医療に支障が生じないよう、原則として

入院後の無症状者や軽症者については、宿泊施設での療養等に向け、 宿泊

施設を確保する。併せて、宿泊療養に必要な、医師・看護師等医療従事者並び

に資機材の確保を行う。（総括情報部）★特措法第48条第１項

○軽症者向け施設については２施設（那覇市、石垣市）を確保済みであり、その

他の地域においても、患者数の推移を見ながら増設を検討する。（総括情報部）

（３）外来医療体制の強化

○指定医療機関の機能の維持、療養型病床の院内感染のリスク低減等に鑑

み、各圏域における外来等受診状況を踏まえ、「発熱外来」又は「新型コロナウ

イルス疑い発熱外来」の設置等を、関係市町村及び医師会等関係団体と協力し

て対応する。（総括情報部、病院事業局）

○必要に応じて、特措法第48条に基づき臨時の医療施設の設置を検討する。

（総括情報部、病院事業局） ★特措法第48条

○発熱外来等において、適切な感染管理を行った上で、新型コロナウイルス感

染症が疑われる患者への外来医療を提供する。（病院事業局）★特措法第47条

○本島中南部等、感染患者が増加し、指定医療機関で医療提供に支障をきた

すおそれがある地域においては、保健医療部や医師会等と連携し、協力医療機

関での外来診療を促す。（病院事業局）★特措法第47条

○県立病院においては、外来での感染を防ぐため予約診療や動線の区分、休

日夜間救急センターの活用等を推進する。（病院事業局） ★特措法第47条

（４）ＰＣＲ検査体制の強化

○大幅な検査数の増加に備え、PCR検査に必要な機器の追加購入や、民間検
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査機関への検査委託並びに保険診療による検査センターでの検査など、県内

における検査能力の拡充を行う。（総括情報部） ★特措法第55条

○指定医療機関、協力病院において治療業務に専念できる体制をとるため、地

域のPCRセンターで検査を受けられる体制を各圏域毎に整える。（総括情報部）

○新規検査システム（GeneExpert等）の導入を視野に入れ、検査確定時間の短

縮化を図る。（総括情報部）

○医師会と連携し、ドライブスルー検査を実施する等検査体制を充実強化する。

（病院事業局） ★特措法第47条

（５）離島対策

○入院施設のない離島で患者が発生した場合は、感染症指定医療機関等への

移送を検討する。移送が必要と判断された場合のために、海上保安本部や自

衛隊へ移送の要請を含めた急患搬送マニュアルを策定する。（総括情報部）

○県内の37の有人離島を有する18市町村に対し、新型コロナウイルス感染症と

診断された者及び感染の疑いがあり検査を受けるための通院に要する交通費

及び宿泊費を支援する。（保健医療部）

（６）医療用マスク・防護服等の確保

○国や民間団体、友好省等からの提供や寄贈、購入等により、6月までに確保

を図る。特に医療用マスク（N95）、ガウンの早期確保を図る。（保健医療部） ★

特措法第50条、第55条

（７）医療人材確保（看護師、保健師、検査技師）

○感染者数の拡大に伴い、逼迫する医療現場で人材が不足している現状に鑑

み、現在、休職中あるいは退職した看護師及び保健師に対して、現場復帰の呼

びかけを行い、医療機関等の人材確保につなげる。（保健医療部）

○沖縄県ナースセンターを中心に、潜在看護師と医療機関等のマッチングを行

い、復職につなげる。（保健医療部）

（８）医療従事者への支援

○新型コロナウイルス感染症の患者に対する感染防御が十分でなかった等に

より、濃厚接触者となった医療従事者に対して、県が用意した宿泊施設での滞

在を可能とする。（総括情報部）

○感染者の治療に当たる医療従事者が、自宅に戻らず宿泊施設を利用できる

よう必要な支援を行う。（総括情報部）

○院内感染を防ぐため、患者や医療スタッフ等に対し、手洗い、咳エチケット等

の基本的な感染対策を徹底する。また、入院患者等について、感染が疑われる
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場合は、早急に個室隔離し、感染対策を実施するなど、各種感染予防策を実施

する。（病院事業局）★特措法第31条第4項

○感染が疑われる妊産婦との早期の相談や妊娠中の女性医療従事者に配慮

した休みやすい環境整備を行う。（病院事業局）

○感染拡大防止のため、迅速な移動が必要な医療従事者に対して、バス専用

道路における通行許可を行う。（県警察）

（９）県内感染状況の分析及び公表

○沖縄県内の感染者の情報を専門家の意見を踏まえて整理、分析し、県民に

分かりやすい形で公表する。正確な情報の公表により、県民に対し、感染防止

対策と感染者や関係者に対する偏見に基づく差別を行わないよう理解と協力を

求める。（保健医療部）

３ 学校等

（１）公立学校

○県立学校においては、４月７日から５月６日までの間を一斉臨時休業とする。

（教育庁）

○市町村教育委員会の設置する学校等（幼稚園、小学校及び中学校等）につ

いても、原則、県立学校と同様に臨時休業を要請する。（教育庁）

○医療従事者家庭やひとり親家庭などにおける子どもの居場所確保が必要な

方々の支援については、預かり保育による取り組み等を継続して実施するよう

要請する。（教育庁）

○適時、文部科学省通知等を通じて学習指導やいじめ防止等の人権への配慮

について必要な助言、資料提供、スクールカウンセラーによる相談業務等の支

援を実施する。（教育庁） ★特措法第45条第2項

<県立学校の取扱い>

始業式・入学 始業式は5月7日とする。

式 入学式は時間短縮や参加者の精選等感染防止の措置を

講じた上で実施する。（実施方法は、各学校のホームペー

ジに掲載する。）

学習指導 学習に著しい遅れが生じることがないよう、学校の実情に

応じて、ホームページに課題を掲載するとともに、電話や

個別登校、家庭訪問等による課題の把握に努める。

学習支援の好事例の情報共有を図る。

例：文部科学省「子供の学び応援サイト」や総合教育センタ

ーの推奨する学習支援ソフト（クラウドサービス）の活用、
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各学校の取組事例、ネット環境のない児童生徒等への個

別対応など

登校日 当面の間、見合わせることとする。

行事・部活動 遠足、対面式、球技大会などの大人数が集まる行事等は

中止・延期を検討する。

休業期間中、部活動は実施しない。

寮及び寄宿舎 原則として閉寮とする。ただし、県外出身の生徒について

は、必要に応じて個別に対応する。

教職員 学校運営の継続を図るため、教職員の在宅勤務を可能と

する措置を講じる。

その他 ・家庭との連携による咳エチケットや手洗いの励行、健康

観察（毎日の検温と健康状態の確認）の徹底。

・不要不急の外出を控え、自宅で過ごすよう指導を徹底。

・休業期間中の県外渡航や県外からの来沖の生徒の２週

間の自宅等の待機措置。

・「親子電話相談」や「24時間子どもSOSダイヤル」、特別支

援学校における電話や家庭訪問による教育相談の実施。

・休業の長期化に伴う精神的ストレス等に係るメンタルヘ

ルス対策のためのスクールカウンセラー等による教育相談

体制の充実。

※ 特別支援学校においてやむを得ない居場所の確保として児童生徒を受け

入れる場合には、ガイドラインに基づき感染防止を徹底する。

（２）県内大学

○県立大学をはじめ、県内 大学については 、５月６日まで臨時休業を要請す

る。 なお、臨床実習等授業内容によりやむを得ず休業できない場合は、万全の

感染症防止対策を講ずるよう要請する。（総務部）

○県立看護大学は、5月6日まで休業する。（保健医療部）

○県立芸術大学は、5月10日まで休校する。（文化観光スポーツ部）

○県立農業大学校は、5月10まで休校する。（農林水産部）

（３）高専、私立学校（幼小中高・専修学校・各種学校）

○私立幼稚園・幼稚園型認定こども園に、県立学校の状況等を参考に、適切な

対応を要請する。（子ども生活福祉部）

・医療従事者等、社会生活維持に必要なサービスに従事する保護者や、仕事を
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休むことが困難な保護者等の児童への預かり保育の提供を要請する。（子ども

生活福祉部）

○私立小中高に対し、県立学校の取扱いと同様に、５月６日まで臨時休業を要

請する。（総務部）

○専修学校・各種学校に対し、県立学校の取扱いと同様に、５月６日まで臨時

休業を要請する。なお、臨床実習等授業内容によりやむを得ず休業できない場

合は、万全の感染症防止対策を講ずるよう要請する。（総務部）

４ 社会福祉施設

（１）高齢者施設、障害者施設等

○高齢者、障害者など特に支援が必要な方々の居住や支援に係るすべての関

係施設について、感染防止対策を厳重に徹底した上で、事業の継続を要請す

る。（子ども生活福祉部）

○通所・短期入所サービス利用者については、家庭での対応が可能な場合など

は、可能な限り利用の自粛を求める。（子ども生活福祉部）

○通所・短期入所事業所において必要な場合には、代替サービスである訪問系

サービスの利用を要請し、その提供が円滑に行われるよう事業者間の連携強

化を要請する。（子ども生活福祉部）

○面会者からの感染を防ぐため、面会は原則、中止すべきことを要請する。（子

ども生活福祉部）

○県立病院の医療スタッフが近隣の高齢者施設等に対し、感染防止対策等に

ついて指導を行う。（病院事業局）

（２）保育所（幼保連携・保育所型認定こども園を含む）・放課後児童クラブ

○市町村には、適切な感染防止対策を講じた上で、保育等の提供を縮小して実

施することを要請する。（子ども生活福祉部） ★特措法第45条第2項

○保護者の方には、医療従事者等、社会生活維持に必要なサービスに従事す

るなど、仕事を休むことが困難な保護者等を除き、児童の登園等の自粛を要請

する。 （子ども生活福祉部）

○会社・事業所には、テレワークや在宅勤務、休暇の取得しやすい環境づくり等

を呼びかける。 （子ども生活福祉部）

５ その他の公共的施設

（１）社会教育施設 ★特措法第45条第2項（指定管理者への要請）

○県立社会教育施設においては、下表のとおり臨時休館等の措置を講じる。市

町村の設置する社会教育施設（公民館、図書館等）については、原則、休業を
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要請する。（教育庁）

図書館 4月11日から5月12日までの間を臨時休館とする。

ただし、来館を伴わない書籍の照会、複写サービス、障害

者等への資料の郵送サービス等は継続する。

青少年の家 当面の間、指定管理者と調整の上、主催事業を中止し、利

用者受入れを停止する。

埋蔵文化財 4月10日から5月6日までの間を臨時休所（常設展示室・企

センター 画展示室・体験学習室の利用不可）とする。

ただし、通常業務（発掘調査準備・資料整理・教育普及・記

録関係業務）及び来所を伴わない一部のサービス（写真の

利用手続等）は継続する。

○県内の環境教育の拠点として、県の委託事業で沖縄こどもの国園内に設置し

ている「地域環境センター」の窓口を当面の間(5月6日まで)閉鎖。（環境部）

○平和創造の森公園における遊具の使用及び貸出を禁止。（環境部）

○博物館・美術館(4/9～5/7)の休館。（文化観光スポーツ部）

（２）県営公園等 ※特措法第45条第2項（指定管理者への要請）

○県立県民の森については、当面の間、休園する。（農林水産部）

○沖縄空手会館(4月11日～5月6日)を休館する。（文化観光スポーツ部）

○奥武山総合運動場は、当面の間、利用制限を実施する。（文化観光スポーツ

部）

○市町村営公園に対して、屋内・屋外施設、および遊具等の閉鎖を要請する。

○美ら海水族館及び周辺施設を閉館し（4月7日～）、管理区域も閉園する（4月1

9日～）。（土木建築部）

○首里城公園県営地区地下２階駐車場及び首里杜館（トイレ、連絡通路除く）を

閉鎖する（４月11日～）。（土木建築部）

○県総合運動公園の屋内有料施設（3月末～）及び屋外遊具施設を閉鎖する（4

月 11日～）、屋外有料施設を一部利用制限する（4月11日～）。 （土木建築部）

○奥武山公園の屋内・屋外全施設の個人利用を制限し（4月9日～）、(団体は自

粛要請)、屋外遊具施設を閉鎖する（4月11日～）。（土木建築部）

○県営公園（名護中央、中城、浦添、海軍壕、平和祈念、バンナ）の屋外遊具施

設を閉鎖する（4月11日～）。（土木建築部）

○沖縄県平和祈念資料館及び八重山平和祈念館を休館する。（４月10日～５月

６日）（子ども生活福祉部）

（３）その他 ※特措法第45条第2項（指定管理者への要請）
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○沖縄コンベンションセンター（4月20日～5月6日）、万国津梁館（4月20日～5月

6日)を休館する。（文化観光スポーツ部）

○沖縄県総合福祉センターの一部業務（貸館業務）を停止する。（4月14日～5

月6日）

○沖縄県男女共同参画センター（てぃるる）の一部業務（貸館業務、図書情報室

業務）を停止する。（４月13日～５月６日）

○運転免許センター等の一部業務を休止する。4月20日(月)より、運転免許セン

ター、中部分校、北部分校、宮古分校、八重山分校で一部業務を中止する。（県

警察）

○行政サービスの提供基盤（防災行政無線、庁内LAN、テレワーク環境等）を維

持する。(企画部)

○宮古、新石垣空港でサーモグラフィーを設置及び測定し、その他の県内離島

空港においては、非接触型体温計を配布及び測定を行う。（土木建築部）

○県管理港湾及び県管理漁港（平敷屋漁港）で非接触型体温計の配布及び測

定を行う。 （土木建築部・農林水産部）

６ 施設の使用停止の要請等

○特措法第24条第9項に基づき、別紙1の施設管理者等に対し、施設の利用停止

若しくは催物の開催の停止を要請する。

○要請に応じない場合は、特措法第45条第2項、第3項、第4項に基づく要請、指

示及び公表を行うことを検討する。

○別紙2に記載の社会生活を維持する上で必要な施設は、使用停止を要請しない

が、適切な感染予防対策を講じるよう要請する。

○休業中や営業時間の短縮等を行っている事業者の店舗、子どものみが在宅し

ている住居への窃盗事件を抑止するための警戒活動を強化するとともに、取締り

を徹底する。(県警察)

７ 事業活動及び県民に対する支援等

〇県内関係団体等からの要請や本県が抱える特殊事情等を考慮のうえ、国の「地

方創生臨時交付金」なども活用しながら、雇用と事業と生活を守り抜く取組を切れ目

なく着実かつ迅速に講じていく。（商工動労部）

（１）雇用と事業を守り抜く取り組みとして

①中小企業等向け

○緊急対策第１弾の取組（商工労働部）

・中小企業セーフティーネット資金の融資枠拡大に伴う経費として、１６０億円の
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増額補正を行い、融資枠４８０億円分の確保や要件緩和等を実施する。

（保証承諾実績（令和2年4月16日時点）：735件、130億2,100万円）

・金融機関への既往債務に係る条件変更等の弾力的な運用等への配慮要請す

る。

〇予備費を充用した取組（商工労働部）

・沖縄県による雇用調整助成金の相談窓口設置及び各地域の出張相談窓口に

よる体制の充実

・感染症拡大防止の観点による飲食店等への緊急支援金の支給

〇５月補正予算以後に実施する取組を検討する。（商工労働部）

・感染症拡大防止の観点による小売業等への支援金の支給

・特措法に基づき休業を行った県内中小・小規模事業者等への休業の影響を受

けたことへの協力金の支給

・売上高が減少した中小・小規模事業者等に対して資金繰りの円滑化を図るた

めに、３年間実質無利子、据置期間５年の新たな融資制度を創設

・沖縄県による雇用調整助成金の上乗せ

・支援機関の窓口相談体制の強化による小規模事業者等への支援の円滑化を

図るための臨時的な窓口対応

・その他、事態の収束後を見据えた消費や観光需要を喚起するための支援や、

雇用情勢悪化の影響を受けやすい若年者や就職困難者、ひとり親世帯、中高

年齢者等の雇用確保のための総合的な支援の強化

○公共事業における建設工事及び委託業務では、国に準じて、受注者からの申

出があった場合、受発注者間で協議を行ったうえで、工事の一時中止、工期の

延期や請負金額の変更等、適切に対応する。（土木建築部）

②農林水産業向け

○・農林水産物の安定供給を担う生産者の事業継続のための支援として、特に

深刻な影響を受けている花き生産者や酪農・畜産農家等に対する支援をはじ

め、県産農産物の消費喚起などの対策を実施する。(農林水産部）

○農林漁業者等への資金の円滑な融通と既貸付金の償還猶予等について県

内金融機関等へ要請するとともに、資金繰りが困難な農林漁業者を対象とした

「農林漁業セーフティーネット資金」の貸付け限度額引き上げ、実質無利子・無

担保での貸付けや農業保険の保険料等の支払い期限延長等の措置を周知徹

底する。 （農林水産部）

○農林水産物の安定供給を担う生産者及び食品産業事業者に対し、「新型コロ

ナウイルス感染症発生時の対応・業務継続に関する基本的ガイドライン」に基づ
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く対応を周知徹底する。 （農林水産部）

③文化事業者、工業向け

○県民の外出自粛や観光客の減少に伴い、利用者が大幅に落ち込んだホテ

ル、飲食、文化施設、小売業等に対して、ウェブを活用した広告宣伝やデ

リバリー等の需要創出の取組を検討する。（文化観光スポーツ部）

○工業用水道料金の納期限の延期等を実施する。新型コロナウイルス感染症

の影響により、一時的に料金の支払いが困難な事業者を対象に、納期限の延

期、使用の中止又は廃止、基本使用水量の減量に対応する（4月16日から実

施）。（企業局）

○徴収猶予の特例制度の利用促進。地方税法の一部改正により創設される予

定の「徴収猶予の特例制度」について適切に広報し、収入が減少した事業者の

納税を最大１年間、無担保・延滞金なしで猶予する。（総務部）

（２）生活を守り抜く取組として

○生活福祉資金における特例貸付の実施する。３月25日から、新型コロナウイ

ルス感染症の発生による休業や失業等により、収入が減少した世帯を対象に、

緊急小口資金等における特例貸付を実施している。（最大20万円の貸付のほ

か、据置期間・償還期限の拡大等を実施）（子ども生活福祉部）

○生活困窮者住居確保給付金の拡充。４月20日から、新型コロナウイルス感染

症の発生による休業等に伴う収入減少により、離職や廃業と同程度の状況に至

り、住居を失うおそれがある者も支給対象に含め、家賃相当分の給付金を支給

している。（子ども生活福祉部）

○各種給付制度に関する振り込め詐欺等に対し、相談対応や広報啓発活動に

より抑止を図るとともに、取締りを徹底する。(県警察)

８ 事業者への要請等（令和２年４月１５日～５月６日）

（１）「みんなで未来を変えよう！ 沖縄５分の１アクション」の普及推進

○県民に分かりやすく継続性のあるメッセージを発信する。（総括情報部）

○県民1人ひとりが、接触機会を８割減らす、すなわち、活動を５分の１にするこ

とで、感染拡大の収束を目指す。（総括情報部）

・私たちの行動を５分の１にする。週５日通っている仕事は４日在宅にする。５０

分の会議を１０分に。

・混雑を避けるため、各店舗の買い物客は普段の１／５にコントロールする。（買

い物客も家族連れではなく、１人で済ませる努力をする。）

（２）在宅勤務（テレワーク）の一層の推進
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○県内企業に対して発熱等の症状が見られる職員等への休暇取得の勧奨、テ

レワークや時差出勤の推進等について、各部局連携のうえ、関係団体に対して

周知を図っていく。（商工労働部）

○県職員に対して、体調不良時の自宅療養、時差出勤の活用を呼びかけ組織

的な感染対策を策定し周知する。（総務部）

○市町村に対し、感染拡大防止の観点から在宅勤務の要請、その他県の取組

みについて情報提供する。（企画部）

（３）３密（密閉空間、密集場所、密接場面）を作らない方法の推進

○集会やイベントへの参加を避けることや、家族以外の多人数での会食などを

行わないことを県民に求める。（総括情報部） ★特措法第45条第1項

○３密を避けるため、売場やレジ前で客同士が十分な距離を置いて並ぶことが

できるよう工夫する、レジ等対面で接客を行う場所にビニールカーテンや透明板

で仕切りを設けるといった対応を事業者へ呼びかける。

（４）その他

○食料品等の生活物資の価格の高騰及び買い占め、売り惜しみを未然に回避

又は沈静化するため、必要に応じ、関係事業者団体等に対して供給の確保や

便乗値上げの防止等の要請を行う。（子ども生活福祉部）

○県内の新型コロナウイルス感染症の発生状況について、沖縄観光コンベンシ

ョンビューローと情報共有を図るとともに、沖縄観光コンベンションビューローを

とおして、観光客や観光関連事業者に対して情報提供を行う。また、観光関連

産業の状況把握に努め、必要な対策を進める。(文化観光スポーツ部）

○在住外国人について、沖縄県国際交流・人材育成財団と連携して、生活支援

等に取り組む。（文化観光スポーツ部）

○卸売市場等における感染拡大防止対策を徹底する。（農林水産部）

○食料品等の生活物資の価格の高騰及び買い占め、売り惜しみを未然に回避

又は 沈静化するため、必要に応じ、関係事業者団体等に対して供給の確保や

便乗値上げの防止等の要請を行う。（子ども生活福祉部）

○関係機関や外郭団体等に対し、県の感染拡大防止措置等の取組みの情報

共有の徹底を図る。（農林水産部）

○軽症者の宿泊施設における廃棄物について、保管・排出方法及び、処理業者

への指導等を行う。（環境部）

○医療機関、各市町村に、新型コロナウイルスの発生に関連して排出される廃

棄物の取り扱い方法（「廃棄物処理における新型インフルエンザ対策ガイドライ

ン」）等を通知するとともに、情報発信を行う。
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・ホームページに掲載（3/5）

・県民向けに「家庭でのマスク等の捨て方」を掲載(4/7)。（環境部）

○「手作りマスク」運動を県民向けに呼び掛ける。（総括情報部）

９ イベントの開催自粛要請

○イベントや会議等については、感染拡大のリスクを回避する観点から、原則と

して、中止又は延期するよう協力を要請する（令和2年4月6日～）。（商工労働

部） ★特措法第45条第2項

〇特に、高齢者や基礎疾患を有するなど、感染すると重症化するリスクが高い

とされる方が参加するイベント等は、開催を中止又は延期するよう協力を要請す

る。（商工労働部） ★特措法第45条第2項

○参加者が特定され、この時期に実施しなければならない場合は、感染予防措

置の徹底、密閉空間・密集場所・密接場面の「３つの条件」の回避などの取組

（行動変容）を、より強く徹底するよう協力を求める。（商工労働部） ★特措法第

45条第2項

○イベント・集会等の開催に伴う道路使用許可の申請に対して、緊急事態宣言

期間中は、延期等の要請を行うとともに、開催する場合は、感染予防措置の徹

底、密閉空間・密集場所・密接場面の「３つの条件」の回避などの対応を指導す

る。（県警察）

１０ 外出自粛要請

○県民に対して、不要不急な外出は必ず控えてもらい、やむをえず戸外に出か

ける場合は、必ずマスクを着用し、人との距離を２メートル以上空けるよう求め

る。（総括情報部） ★特措法第45条第1項

○窓が十分に空けられず、適切な喚起できない部屋や人との距離が２メートル

以上確保できず場所への立ち寄りは避けるよう求める。（総括情報部）

○繁華街の接待を伴う飲食店等について、全ての県民に対し外出自粛を求め

る。（総括情報部）

○４月13日(月)より、那覇市松山地区・国際通り等、本島及び離島の繁華街に

おいて、外出自粛要請に伴うトラブル防止のための警戒活動を強化する。（県警

察）

１１ 県外から県内へ及び県内から県外への渡航自粛

○県外から県内へ及び県内から県外への渡航自粛を求める。（総括情報部）
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○県外からの渡航者については、下記の通り協力を求める。（総括情報部）

・指定された場所（自宅など）での14日間の待機

・保健所等による健康観察への協力

・咳や発熱等の症状が現れた場合の帰国者・接触者相談センター（保健所）へ

の相談

○那覇空港において、４月９日（木）から国内線到着ロビーにサーモグラフィを設

置し、到着客の表面体温の測定やチラシ配布等により、注意喚起を行うととも

に、３７．５度以上の熱がある場合、体調不良の場合には、保健所へ相談するよ

う協力を求める取り組みを実施する。（企画部）

１２ 本島から離島へ及び離島間の渡航自粛

○離島における医療体制が脆弱であるため、離島住民の生命を守ること、並び

に住民の移動のみならず離島への生活物資の輸送を担っている離島航路従事

者の感染防止を図るため、緊急時を除き、離島への渡航自粛を強く求める。（企

画部） ★特措法第45条第1項

○船舶運航事業者に対し離島航路の減便の検討をお願いする。（企画部）

１３ 市町村との連携

○コロナウイルス感染に関する各種情報及び沖縄県実施方針をはじめとする県

の取組内容を県内市町村と共有するとともに、地域における感染対策や医療の

確保等について連携して取り組むため、市町村に対し協力を求める。（総括情報

部）

１４ 風評被害対策

○コロナウイルス感染症に対する正しい知識の周知を行い、医療関係者、患者

関係者などへのいわれなき風評被害を防止するとともに、憶測やデマなどに惑

わされないよう対処する。（総括情報部）

○県民にわかりやすく新型コロナウイルスについて解説するため、県立病院の

感染症専門医師等が報道機関等に正しい知識を情報提供する。（病院事業局）

○食料や生活必需品の買い占め等の混乱が生じないよう、県のＨＰ等により県

民に冷静な対応を促す。（子ども生活福祉部）

１５ 庁内の対応等
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○各所属の概ね2分の１を在宅勤務の目標とする。（総務部）

○職員の感染予防対策を行う。（総務部）

・時差出勤の拡大、特別休暇等の活用

・懇親会などの会食等への参加自粛

・県外・県内離島等への出張等の見合わせ

・会議等の回数や時間の縮小化、参加人数の抑制及びマスクの着用の徹底

・マスク着用の徹底

・登庁前後の体温測定の実施、37.5℃以上の発熱者及び体調不良者の自宅待

機

・職員健康管理センターへの罹患者、PCR受検者等の報告

・PCR受検時点での一定要件接触者についての自宅待機の徹底

・各職場における感染防止策の徹底

・県庁舎出入口の制限および入庁時にサーモグラフィーカメラ等による体温測定

を実施し、37.5度以上の発熱の方、せき、倦怠感など体調が悪い方や不要不急

の用事で来庁された方の立入りを制限

・１階来庁者対応ブースの設置および１・２階会議室を入札会場に変更し、来庁

者との執務室での接触を制限

・２階「行政情報センター」および14階「展望室」の閉鎖

・１階県民ホールにおけるパネル展等の啓発行事の中止

○県警察においては、県民の安心・安全の確保のために必要な機能を十全に

維持することに配意しつつ、在宅勤務の活用等を推進するとともに、職員の感

染予防措置を徹底する。（県警察）

○ 関 連 資 料 （ リ ン ク 先 ） ※ 沖 縄 県 広 報 課 H P

https://www.pref.okinawa.jp/site/chijiko/kohokoryu/koho/2020_new_corona_potal.html

○お問い合わせ

新型コロナウイルス感染症についてのお問い合わせ先

１．対応コールセンター（予防・検査・医療に関するご相談、24時間対応）

電話０９８－８６６－２１２９

２．沖縄県新型コロナウイルス感染症対策本部

電話０９８－８６６－２０１４

（その他、緊急事態措置等に関するご相談）

平日:８時３０分～１７時、休日・祝日:９時～１７時）

３．事業者への新たな支援に関すること

①商工労働部産業政策課（認可外保育園除く）
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電話０９８－８６６－２３３０

②子ども生活福祉部子育て支援課（認可外保育園）

電話０９８－８６６－２４５７



 
介 護 保 険 最 新 情 報      

Vol.808 

令和２年４月７日 

厚 生 労 働 省 老 健 局 

認知症施策推進室・高齢者支援課・振興課・老人保健課 
  

貴関係諸団体に速やかに送信いただきますよう

よろしくお願いいたします。 

今回の内容 

 

社会福祉施設等における感染拡大防止の

ための留意点について（その２） 
 

計 37枚（本紙を除く） 

各都道府県介護保険担当課（室） 

各市町村介護保険担当課（室） 

各 介 護 保 険 関 係 団 体  御 中 

←厚生労働省 認知症施策推進室、高齢者支援課、振興課、老人保健課 

連絡先  TEL  :  03-5253-1111(内線 3975、3971、3979、3948) 

FA X  : 03-3595-4010 
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事 務 連 絡 

令和２年４月７日 

 

 

  都道府県   

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中 核 市   

 

 

厚 生 労 働 省 健 康 局 結 核 感 染 症 課 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

厚生労働省子ども家庭局母子保健課  

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 保 護 課 

厚生労働省社会・援護局福祉基盤課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課   

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室  

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課  

 

 

社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について（その２） 

 

 

社会福祉施設等が提供する各種サービスは、利用者の方々やその家族の生活

を継続する上で欠かせないものであり、十分な感染防止対策を前提として、利

用者に対して必要な各種サービスが継続的に提供されることが重要である。 

このため、社会福祉施設等における新型コロナウイルス感染症への対応につ

いては、主に、 

・ 「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての医

療機関、社会福祉施設等の対応について」（令和２年２月 28日付厚生労働省

医政局ほか事務連絡）等において、感染防止対策（咳エチケット、手洗い、

アルコール消毒等）等 

・ 「社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について」（令和

２年３月６日付厚生労働省健康局結核感染症課ほか事務連絡）において、感
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染が疑われる者が発生した場合における留意事項 

をお示ししてきたところである。 

 

本日、新型コロナウイルス感染症対策本部長が新型インフルエンザ等対策

特別措置法（平成 24年法律第 31号）第 32条第 1項に基づき、緊急事態宣

言を行い、同日付で改正された「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対

処方針」（令和２年３月 28日付新型コロナウイルス感染症対策本部決定）に

おいて、高齢者施設等における感染防止の徹底に関し周知徹底を行うことと

されていることも踏まえ、社会福祉施設等における感染拡大防止に向けた取

組について、感染者が発生した場合の留意事項も含め再度整理したので、別

紙のとおりお示しする。  
なお、社会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応等について、

これまでお示しした事務連絡等を別添参考の通り整理したので、改めて参照

頂き、適切に対応して頂きたい。    
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社会福祉施設等（入所施設・居住系サービス）における 

感染防止に向けた対応について 

 

１．感染防止に向けた取組 

感染防止に向けた取組を徹底する観点からは、日頃から以下のような感染防止に向

けた取組を行うことが重要である。 

（1）施設等における取組 

（感染症対策の再徹底） 

○ 感染の疑いについてより早期に把握できるよう、日頃から利用者の健康の状

態や変化の有無等に留意すること。 

○ 介護保険施設においては、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のため

の対策を検討する委員会の開催等により、感染拡大防止に向けた取組方針の再

検討や各施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針

に基づく取組の再徹底を行うこと。 

○ 感染防止に向け、職員間での情報共有を密にし、感染防止に向けた取組を職

員が連携し取組を進めること。 

○ 感染者が発生した場合に積極的疫学調査への円滑な協力が可能となるよう、

症状出現後の接触者リスト、利用者のケア記録（体温、症状等がわかるもの）、

直近 2週間の勤務表、施設内に出入りした者等の記録を準備しておくこと。 

○ 入国拒否の対象地域から帰国後症状がある職員等がいる場合、施設長は、す

みやかに市区町村に対して、人数、症状、対応状況等を報告するとともに、 発

熱等の症状により感染が疑われる職員等がいる場合は、保健所に報告して指示

を求めること。また、最新情報を収集し、職員等に情報提供すること。 

 

（面会及び施設への立ち入り） 

○ 面会については 、感染経路の遮断という観点から、緊急やむを得ない場合を

除き、制限すること。テレビ電話等の活用を行うこと等の工夫をすることも検

討すること。面会者に対して、体温を計測してもらい、発熱が認められる場合

には面会を断ること。 

○ 委託業者等についても、物品の受け渡し等は玄関など施設の限られた場所

で行うことが望ましく、施設内に立ち入る場合については、体温を計測して

もらい、発熱が認められる場合には入館を断ること。 

○ 面会者や業者等の施設内に出入りした者の氏名・来訪日時・連絡先について

は、感染者が発生した場合に積極的疫学調査への協力が可能となるよう記録し

ておくこと。 

別紙 
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（2）職員の取組 

（感染症対策の再徹底） 

○ 職員、利用者のみならず、面会者や委託業者等、職員などと接触する可能性

があると考えられる者含めて、マスクの着用を含む咳エチケットや手洗い、ア

ルコール消毒等により、感染経路を断つことが重要であり、「高齢者介護施設に

おける感染対策マニュアル改訂版」等を参照の上、対策を徹底すること。 

○ 職員は、各自出勤前に体温を計測し、発熱等の症状が認められる場合には出

勤を行わないことを徹底すること。なお、過去に発熱が認められた場合にあっ

ては、解熱後 24時間以上が経過し、咳などの呼吸器症状が改善傾向となるまで

は同様の取扱いとする。なお、このような状況が解消した場合であっても、引

き続き当該職員の健康状態に留意すること。 

該当する職員については、管理者に報告し、確実な把握を行うよう努めるこ

と。 

ここでいう職員とは、利用者に直接介護サービスや障害福祉サービス等を提

供する職員だけでなく、事務職や送迎を行う職員、調理員等、当該事業所のす

べての職員やボランティア等含むものとする。 

○ 発熱や呼吸器症状により感染が疑われる職員等については、「「 新型コロナウ

イルス 感染症についての相談・受診の目安」を踏まえた対応について」（令和

２年２月 17日厚生労働省子ども家庭局総務課少子総合対策室ほか連名事務連

絡）を踏まえて適切に対応すること。 

○ 職場はもとより、職場外でも感染拡大を防ぐための取組を進めることが重要

であり、換気が悪く、人が密に集まって過ごすような空間に集団で集まること

を避ける等の対応を徹底すること。 

○ 職員が感染源となることのないよう、症状がない場合であっても利用者と接

する際にはマスクを着用すること。食堂や詰め所でマスクをはずして飲食をす

る場合、他の職員と一定の距離を保つこと。 

 

（３）リハビリテーション等の実施の際の留意点 

○ 社会福祉施設等においては、利用者の廃用症候群防止や ADL維持等の観点か

ら、一定のリハビリテーション又は機能訓練や活動を行うことは重要である一

方、感染拡大防止の観点から、「３つの密」（「換気が悪い密閉空間」、「多数が集

まる密集場所」及び「間近で会話や発声をする密接場面」）を避ける必要がある

ことから、リハビリテーション等共有スペースで実施する場合は、以下に留意

するものとする。 
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 ・ リハビリテーション等の実施に当たっては、可能な限り同じ時間帯、同じ

場所での実施人数を減らす。 

 ・ 定期的に換気を行う。 

 ・ 利用者同士の距離について、互いに手を伸ばしたら手が届く範囲以上の距

離を保つ。 

 ・ 声を出す機会を最小限にすることや、声を出す機会が多い場合は咳エチケ

ットに準じてマスクを着用することを考慮する。 

 ・ 清掃を徹底し、共有物（手すり等）については必要に応じて消毒を行う。  

 ・ 職員、利用者ともに手指衛生の励行を徹底する。 

 

 

２．新型コロナウイルス感染症に感染した者等が発生した場合の取組 

  社会福祉施設等の利用者等（当該施設等の利用者及び職員等をいう。）に新型コロ

ナウイルス感染症に感染した者が発生した場合には、保健所の指示に従うととも

に、協力医療機関にも相談し、以下の取組を徹底する 

  なお、特段の記載（【 】の中で記載しているもの。）がない限り、新型コロナウ

イルス感染が疑われる者※が発生した場合も同様の取扱いとする。その際、以下の記

載のうち「濃厚接触者」は「感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる者」と読み

替えるものとする。 

 ※「新型コロナウイルス感染が疑われる者」： 

社会福祉施設等の利用者等であって、風邪の症状や 37.5度以上の発熱が４日以

上（高齢者・基礎疾患がある者・妊婦である利用者等については２日程度）続い

ている者又は強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難）がある者、医師が総

合的に判断した結果、新型コロナウイルス感染症を疑う者であって、PCR陽性等

診断が確定するまでの間の者。 

 

（1）情報共有・報告等の実施 

○ 利用者等において、新型コロナウイルス感染者が発生した場合、速やかに

施設長等への報告を行い、当該施設内での情報共有を行うとともに、指定権

者（障害福祉サービス等にあっては、当該利用者の支給決定を行う市町村を

含む。以下同様。）への報告を行うこと。また、当該利用者の家族等に報告を

行うこと。 

  【新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合は、「帰国者・接触

者相談センター」に電話連絡し、指示を受けること。速やかに施設長等への

報告を行い、当該施設内での情報共有を行うとともに、指定権者への報告を
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行うこと。また、当該利用者の家族等に報告を行うこと。】 

 

(2) 消毒・清掃等の実施 

○ 新型コロナウイルス感染者の居室及び当該利用者が利用した共用スペー

スについては、消毒・清掃を実施する。具体的には、手袋を着用し、消毒

用エタノールで清拭する。または、次亜塩素酸ナトリウム液で清拭後、湿

式清掃し、乾燥させる。なお、次亜塩素酸ナトリウム液を含む消毒薬の噴

霧については、吸引すると有害であり、効果が不確実であることから行わ

ないこと。トイレのドアノブや取手等は、消毒用エタノールで清拭する。

または、次亜塩素酸ナトリウム液（0.05％）で清拭後、水拭きし、乾燥さ

せる。保健所の指示がある場合は、その指示に従うこと。 

 

(3) 積極的疫学調査への協力等 

○ 感染者が発生した場合は、保健所の指示に従い、濃厚接触者となる利用者

等の特定に協力すること。その際、可能な限り利用者のケア記録や面会者の

情報の提供等を行うこと。 

  【新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合は、当該施設等に

おいて、感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる利用者等を特定するこ

と。濃厚接触が疑われる者については、以下を参考に特定すること。 

 ・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者と同室または長時間の接触があっ

た者 

・ 適切な感染の防護無しに新型コロナウイルス感染が疑われる者を診察、

看護若しくは介護していた者 

・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者の気道分泌液若しくは体液、排泄

物等の汚染物質に直接触れた可能性が高い者】 

 

 (4) 新型コロナウイルス感染症の感染者等への適切な対応の実施 

○ 感染者等については、以下の対応を行う。 

① 職員の場合の対応 

職員の感染が判明した場合、原則入院することとなるが、症状等によっ

ては自治体の判断に従うこととなること※。 

【感染が疑われる職員については、「帰国者・接触者相談センター」に電

話連絡し、指示を受けること。ただし、濃厚接触者であって感染が疑われ

る場合は、積極的疫学調査を実施している保健所に相談すること。】 
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② 利用者の場合の対応 

利用者に新型コロナウイルス感染症の感染が判明した場合は、高齢者や

基礎疾患を有する者等である場合には原則入院することとなるが、それ以

外の者については症状等によっては自治体の判断に従うこととなること※。 

【感染が疑われる利用者については、「帰国者・接触者相談センター」に

電話連絡し、指示を受けること。ただし、濃厚接触者であって感染が疑わ

れる場合は、積極的疫学調査を実施している保健所に相談すること。】 

 

※ 「新型コロナウイルス感染症の軽度者等に係る宿泊療養及び自宅療養の対象

並びに自治体における対応に向けた準備について」（令和２年４月２日付け

厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡）において、地

域での感染拡大の状況によっては、高齢者や基礎疾患を有する者など以外の

方で、症状がない又は医学的に症状が軽い方には自宅での安静・療養を原則

としつつ、高齢者や基礎疾患を有する者等への家庭内感染のおそれがある場

合等には、入院措置を行うものとする旨が示されている。 

 

(5) 新型コロナウイルス感染症の濃厚接触者等への適切な対応の実施 

○ 濃厚接触者等については、保健所と相談の上、以下の対応を行う。 

なお、濃厚接触者については 14日間にわたり健康状態を観察することとし

ており、以下の対応は感染者との最終接触から 14日間行うことが基本となる

が、詳細な期間や対応については保健所の指示に従うこと。 

① 職員の場合の対応 

保健所により濃厚接触者とされた職員については、自宅待機を行い、保

健所の指示に従うこと。職場復帰時期については、発熱等の症状の有無等

も踏まえ、保健所の指示に従う。 

【なお、濃厚接触が疑われる段階においては、発熱等の症状がある場合

は、自宅待機を行い、保健所の指示に従う。また、発熱等の症状がない場

合は、保健所と相談の上、疑われる職員数等の状況も踏まえ対応する。】 

 

② 利用者の場合の対応 

保健所により濃厚接触者とされた利用者については、以下の対応を行

う。 

・ 当該利用者については、原則として個室に移動する。 

・ 有症状となった場合は、速やかに別室に移動する。 

・ 個室が足りない場合は、症状のない濃厚接触者を同室とする。 
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・ 個室管理ができない場合は、濃厚接触者にマスクの着用を求めた上

で、「ベッドの間隔を 2m以上あける」または「ベッド間をカーテンで仕

切る」等の対応を実施する。 

・ 濃厚接触者が部屋を出る場合はマスクを着用し、手洗い、アルコール

消毒による手指衛生を徹底する。 

・ 当該利用者とその他の利用者の介護等に当たっては、可能な限り担当

職員を分けて対応を行う。 

・ 職員のうち、基礎疾患を有する者及び妊婦等は、感染した際に重篤化す

るおそれが高いため、勤務上の配慮を行うこと。 

・ 当該利用者へのケアに当たっては、部屋の換気を１、２時間ごとに５

～10分間行うこととする。また、共有スペースや他の部屋についても窓

を開け、換気を実施する。 

・ 職員は使い捨て手袋とマスクを着用する。咳込みなどがあり、飛沫感

染のリスクが高い状況では、必要に応じてゴーグル、使い捨てエプロ

ン、ガウン等を着用する。 

・ 体温計等の器具は、可能な限り当該利用者専用とする。その他の利用

者にも使用する場合は、消毒用エタノールで清拭を行う。 

・ ケアの開始時と終了時に、（液体）石けんと流水による手洗いまたは消

毒用エタノール による手指消毒を実施する。手指消毒の前に顔（目・

鼻・口）を触らないように注意する。「１ケア１手洗い」、「ケア前後の手

洗い」を基本とする。 

・ 濃厚接触者のうち有症状者については、リハビリテーション等は実施

しないこと。無症状者については、利用者は手洗い、アルコール消毒に

よる手指消毒を徹底し、職員は適切な感染防護を行った上で個室又はベ

ッドサイドにおいて、実施も可能であること。 

 

＜個別のケア等の実施に当たっての留意点＞ 

濃厚接触者に対する個別のケア等の実施に当たっては以下の点に留意す

る。 

(ⅰ)食事の介助等 

・ 食事介助は、原則として個室で行うものとする。 

・ 食事前に利用者に対し、（液体）石けんと流水による手洗い等を実施す

る。 

・ 食器は使い捨て容器を使用するか、または、濃厚接触者のものを分け

た上で、熱水洗浄が可能な自動食器洗浄機を使用する。 
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・ まな板、ふきんは、洗剤で十分洗い、熱水消毒するか、次亜塩素酸ナ

トリウム液に浸漬後、洗浄する。 

 

(ⅱ)排泄の介助等 

・ 使用するトイレの空間は分ける。 

・ おむつ交換の際は、排泄物に直接触れない場合であっても、手袋に加

え、マスク、使い捨てエプロンを着用する。 

・ おむつは感染性廃棄物として処理を行う。 

※ ポータブルトイレを利用する場合の介助も同様とする。（使用後ポー

タブルトイレは洗浄し、次亜塩素酸ナトリウム液等で処理を行う。） 

 

(ⅲ)清潔・入浴の介助等 

・ 介助が必要な場合は、原則として清拭で対応する。清拭で使用したタ

オル等は熱水洗濯機（80℃10 分間）で洗浄後、乾燥を行うか、または、

次亜塩素酸ナトリウム液浸漬後、洗濯、乾燥を行う。 

・ 個人専用の浴室で介助なく入浴ができる場合は、入浴を行ってもよ

い。その際も、必要な清掃等を行う。 

 

(ⅳ)リネン・衣類の洗濯等 

・ 当該利用者のリネンや衣類については、その他の利用者と必ずしも分

ける必要はないが、熱水洗濯機（80℃10 分間）で処理し、洗浄後乾燥さ

せるか、または、次亜塩素酸ナトリウム液浸漬後、洗濯、乾燥を行う。 

・ 当該利用者が鼻をかんだティッシュ等のゴミの処理は、ビニール袋に

入れて感染性廃棄物として処理を行う。 
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社会福祉施設等（通所・短期入所等のサービス）における 

感染防止に向けた対応について 

 

１．感染防止に向けた取組 

感染防止に向けた取組を徹底する観点からは、日頃から以下のような感染防止に向

けた取組を行うことが重要である。 

（1）施設等における取組 

（感染症対策の再徹底） 

○ 社会福祉施設等における感染拡大防止に向けた取組方針の再検討や感染拡大

防止に向けた取組の再徹底を行うこと。 

○ 感染防止に向け、職員間での情報共有を密にし、感染防止に向けた取組を職

員が連携し取組を進めること。 

○ 感染者が発生した場合に積極的疫学調査への円滑な協力が可能となるよう、

症状出現後の接触者リスト、利用者のケア記録（体温、症状等がわかるもの）、

直近 2週間の勤務表、施設内に出入りした者等の記録を準備しておくこと。 

○ 入国拒否の対象地域から帰国後症状がある職員等がいる場合、施設長は、す

みやかに市区町村に対して、人数、症状、対応状況等を報告するとともに、発

熱等の症状により感染が疑われる職員等がいる場合は、保健所に報告して指示

を求めること。また、最新情報を収集し、職員等に情報提供すること。 

 

（施設への立ち入り） 

○ 委託業者等については、物品の受け渡し等は玄関など施設の限られた場所

で行うことが望ましく、施設内に立ち入る場合については、体温を計測して

もらい、発熱が認められる場合には入館を断ること。 

○ 業者等の施設内に出入りした者の氏名・来訪日時・連絡先については、感染

者が発生した場合に積極的疫学調査への協力が可能となるよう記録しておくこ

と。 

 

（2）職員の取組 

（感染対策の再徹底） 

○ 職員、利用者のみならず、面会者や委託業者等、職員などと接触する可能性

があると考えられる者含めて、マスクの着用を含む咳エチケットや手洗い、ア

ルコール消毒等により、感染経路を断つことが重要であり、「高齢者介護施設に

おける感染対策マニュアル改訂版」等を参照の上、対策を徹底すること。 

○ 職員は、各自出勤前に体温を計測し、発熱等の症状が認められる場合には出
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勤を行わないことを徹底すること。なお、過去に発熱が認められた場合にあっ

ては、解熱後 24時間以上が経過し、咳などの呼吸器症状が改善傾向となるまで

は同様の取扱いとする。なお、このような状況が解消した場合であっても、引

き続き当該職員の健康状態に留意すること。 

該当する職員については、管理者等に報告し、確実な把握を行うよう努める

こと。 

ここでいう職員とは、利用者に直接介護サービスや障害福祉サービス等を提

供する職員だけでなく、事務職や送迎を行う職員等、当該事業所のすべての職

員やボランティア等含むものとする。 

○ 発熱や呼吸器症状により感染が疑われる職員等については、「「 新型コロナウ

イルス 感染症についての相談・受診の目安」を踏まえた対応について」（令和

２年２月 17日厚生労働省子ども家庭局総務課少子総合対策室ほか連名事務連

絡）を踏まえて適切に対応すること。 

○ 職場はもとより、職場外でも感染拡大を防ぐための取組を進めることが重要

であり、換気が悪く、人が密に集まって過ごすような空間に集団で集まること

を避けるようにすること。 

○ 職員が感染源となることのないよう、症状がない場合であっても利用者と接

する際にはマスクを着用すること。食堂や詰め所でマスクをはずして飲食をす

る場合、他の職員と一定の距離を保つこと。 

 

（３）ケア等の実施に当たっての取組 

（基本的な事項） 

○ 感染拡大防止の観点から、「３つの密」（「換気が悪い密閉空間」、「多数が集ま

る密集場所」及び「間近で会話や発声をする密接場面」）を避ける必要があるこ

と等から、以下に留意し実施すること。 

 ・ 可能な限り同じ時間帯、同じ場所での実施人数を減らす。 

 ・ 定期的に換気を行う。 

 ・ 互いに手を伸ばしたら手が届く範囲以上の距離を保つ等、利用者同士の距

離について配慮する。 

 ・ 声を出す機会を最小限にすることや、声を出す機会が多い場合は咳エチケ

ットに準じてマスクを着用することを考慮する。 

 ・ 清掃を徹底し、共有物（手すり等）については必要に応じて消毒を行う。 

 ・ 職員、利用者ともに手洗い、アルコール消毒による手指消毒を徹底する。 
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（送迎時等の対応等） 

○ 社会福祉施設等の送迎に当たっては、送迎車に乗る前に、本人・家族又は職

員が本人の体温を計測し、発熱が認められる場合には、利用を断る取扱いとす

る。 

○ 過去に発熱が認められた場合にあっては、解熱後 24時間以上が経過し、呼吸

器症状が改善傾向となるまでは同様の取扱いとする。なお、このような状況が

解消した場合であっても、引き続き当該利用者の健康状態に留意すること。 

○ 送迎時には、窓を開ける等換気に留意するとともに、送迎後に利用者の接触

頻度が高い場所（手すり等）の消毒を行う。 

○ 発熱により利用を断った利用者については、社会福祉施設等から当該利用者

を担当する居宅介護支援事業所又は相談支援事業所等（以下「居宅介護支援事

業所等」という。）に情報提供を行い、当該居宅介護支援事業所等は、必要に応

じ、訪問介護等の提供を検討する。 

○ 市区町村や社会福祉施設等においては、都道府県や衛生主管部局、地域の保

健所と十分に連携の上、必要となる代替サービスの確保・調整等、利用者支援

の観点で居宅介護支援事業所等や社会福祉施設等において必要な対応がとられ

るように努めるものとする。 

 

（リハビリテーション等の実施の際の留意点） 

○ 社会福祉施設等においては、利用者の廃用症候群防止や ADL維持等の観点か

ら、一定のリハビリテーション又は機能訓練や活動を行うことは重要である一

方、感染拡大防止の観点から、基本的事項における「３つの密」を避ける取組

を踏まえ実施すること。 

 

２．新型コロナウイルス感染症に感染した者が発生した場合の取組 

  社会福祉施設等の利用者等（当該施設等の利用者及び職員等をいう。）に新型コロ

ナウイルス感染症に感染した者が発生した場合には、感染拡大防止の観点から、以

下の取組を徹底する。 

  なお、特段の記載（【 】の中で記載しているもの。）がない限り、新型コロナウ

イルス感染が疑われる者※が発生した場合も同様の取扱いとする。その際、以下の記

載のうち「濃厚接触者」は「感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる者」と読み

替えるものとする。 

 ※「新型コロナウイルス感染が疑われる者」： 

社会福祉施設等の利用者等であって、風邪の症状や 37.5度以上の発熱が４日以

上（高齢者・基礎疾患がある者・妊婦である利用者等については２日程度）続い
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ている者又は強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難）がある者、医師が総

合的に判断した結果、新型コロナウイルス感染症を疑う者であって、PCR陽性等

診断が確定するまでの間の者。 

 

(1) 情報共有・報告等の実施 

○ 利用者等において、新型コロナウイルス感染者が発生した場合、当該事業

所等は、速やかに管理者等への報告を行い、当該事業所内での情報共有を行

うとともに、指定権者（障害福祉サービス等にあっては、当該利用者の支給

決定を行う市町村を含む。以下同様。）への報告を行うこと。また、当該利用

者の家族等に報告を行うこと。 

○ また、当該利用者の主治医及び担当の居宅介護支援事業所等に報告を行う

こと。 

【新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合は、「帰国者・接触

者相談センター」に電話連絡し、指示を受けること。速やかに管理者等への

報告を行い、当該施設内での情報共有を行うとともに、指定権者への報告を

行うこと。また、当該利用者の家族等に報告を行うこと。】 

 

(2) 消毒・清掃等の実施 

○ 新型コロナウイルス感染者の居室及び当該利用者が利用した共用スペー

スについては、消毒・清掃を実施する。具体的には、手袋を着用し、消毒

用エタノールで清拭する。または、次亜塩素酸ナトリウム液で清拭後、湿

式清掃し、乾燥させる。なお、次亜塩素酸ナトリウム液を含む消毒薬の噴

霧については、吸引すると有害であり、効果が不確実であることから行わ

ないこと。トイレのドアノブや取手等は、消毒用エタノールで清拭する。

または、次亜塩素酸ナトリウム液（0.05％）で清拭後、水拭きし、乾燥さ

せる。保健所の指示がある場合は、その指示に従うこと。 

 

 (3) 積極的疫学調査への協力 

○ 感染者が発生した場合は、保健所の指示に従い、濃厚接触者となる利用者

等の特定に協力すること。その際、可能な限り利用者のケア記録の提供等を

行うこと。 

  【新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合は、当該施設等に

おいて、感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる利用者等を特定するこ

と。濃厚接触が疑われる者については、以下を参考に特定すること。 

 ・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者と同室または長時間の接触があっ
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た者 

・ 適切な感染の防護無しに新型コロナウイルス感染が疑われる者を診察、

看護若しくは介護していた者 

・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者の気道分泌液若しくは体液、排泄

物等の汚染物質に直接触れた可能性が高い者 

特定した利用者については、居宅介護支援事業所等に報告を行うこと。】 

 

(4) 新型コロナウイルス感染症の感染者への適切な対応の実施 

○ 感染者については、以下の対応を行う。 

ア 職員の場合の対応 

職員の感染が判明した場合、原則入院することとなるが、症状等によっ

ては自治体の判断に従うこととなること。 

【感染が疑われる職員については、「帰国者・接触者相談センター」に電

話連絡し、指示を受けること。ただし、濃厚接触者であって感染が疑われ

る場合は、積極的疫学調査を実施している保健所に相談すること。】 

イ 利用者の場合の対応 

利用者に新型コロナウイルス感染症の感染が判明した場合は、原則入院

することとなること。 

【感染が疑われる利用者については、「帰国者・接触者相談センター」に

電話連絡し、指示を受けること。ただし、濃厚接触者であって感染が疑わ

れる場合は、積極的疫学調査を実施している保健所に相談すること。】 

 

(5) 新型コロナウイルス感染症の濃厚接触者への適切な対応の実施 

○ 濃厚接触者については、保健所と相談の上、以下の対応を行う。 

ア 職員の場合の対応 

保健所により濃厚接触者とされた職員については、自宅待機を行い、保

健所の指示に従う。職場復帰時期については、発熱等の症状の有無等も踏

まえ、保健所の指示に従う。 

【なお、濃厚接触が疑われる段階においては、発熱等の症状がある場合

は、自宅待機を行い、保健所の指示に従う。また、発熱等の症状がない場

合は、保健所と相談の上、疑われる職員数等の状況も踏まえ対応する。】 

イ 利用者の場合の対応 

保健所により濃厚接触者とされた利用者については、以下の対応を行

う。 

・ 自宅待機を行い、保健所の指示に従う。居宅介護支援事業所等は、保
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健所と相談し、生活に必要なサービスを確保する。 

・ なお、短期入所利用者においては、必要に応じ、入所施設・居住系サ

ービスと同様の対応を行うこと。  
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社会福祉施設等（居宅を訪問して行うサービス）における 

感染防止に向けた対応について 

 

１．感染防止に向けた取組 

感染防止に向けた取組を徹底する観点からは、日頃から以下のような感染防止に向

けた取組を行うこと重要である。 

（1）施設等における取組 

（感染対策の再徹底） 

○ 社会福祉施設等における感染拡大防止に向けた取組方針の再検討や感染拡大

防止に向けた取組の再徹底を行うこと。 

○ 感染防止に向け、職員間での情報共有を密にし、感染防止に向けた取組を職

員が連携し取組を進めること。 

○ 感染者が発生した場合に積極的疫学調査への円滑な協力が可能となるよう、

利用者のケア記録（体温、症状等がわかるもの）、直近 2週間の勤務表等の記録

を準備しておくこと。 

○ 入国拒否の対象地域から帰国後症状がある職員等がいる場合、施設長は、す

みやかに市区町村に対して、人数、症状、対応状況等を報告するとともに、 発

熱等の症状により感染が疑われる職員等がいる場合は、 保健所に報告して指示

を求めること。また、最新情報を収集し、職員等に情報提供すること。 

 

（2）職員の取組 

（感染症対策の再徹底） 

○ 職員、利用者のみならず、委託業者等、職員などと接触する可能性があると

考えられる者含めて、マスクの着用を含む咳エチケットや手洗い、アルコール

消毒等により、感染経路を断つことが重要であり、「高齢者介護施設における感

染対策マニュアル改訂版」等を参照の上、対策を徹底すること。 

○ 職員は、各自出勤前に体温を計測し、発熱等の症状が認められる場合には出

勤を行わないことを徹底すること。なお、過去に発熱が認められた場合にあっ

ては、解熱後 24時間以上が経過し、咳などの呼吸器症状が改善傾向となるまで

は同様の取扱いとする。なお、このような状況が解消した場合であっても、引

き続き当該職員の健康状態に留意すること。 

該当する職員については、管理者等に報告し、確実な把握を行うよう努める

こと。 

ここでいう職員とは、利用者に直接介護サービスや障害福祉サービス等を提

供する職員だけでなく、事務職や送迎を行う職員等、当該事業所のすべての職
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員やボランティア等含むものとする。 

○ 発熱や呼吸器症状により感染が疑われる職員等については、「「 新型コロナウ

イルス 感染症についての相談・受診の目安」を踏まえた対応について」（令和

２年２月 17日厚生労働省子ども家庭局総務課少子総合対策室ほか連名事務連

絡）を踏まえて適切に対応すること。 

○ 職場はもとより、職場外でも感染拡大を防ぐための取組を進めることが重要

であり、換気が悪く、人が密に集まって過ごすような空間に集団で集まること

を避ける等の対応を徹底すること。 

○ 職員が感染源となることのないよう、症状がない場合であっても利用者と接

する際にはマスクを着用すること。 

 

（３）ケア等の実施に当たっての取組 

（基本的な事項） 

○ サービスを提供する際は、その提供に先立ち、利用者本人・家族又は職員が

本人の体温を計測し（可能な限り事前に計測を依頼することが望ましい）、発熱

が認められる場合には、「「新型コロナウイルス感染症についての相談・受診の

目安」を踏まえた対応について」（令和２年２月 17日厚生労働省子ども家庭局

総務課少子化総合対策室ほか連名事務連絡 ）を踏まえた適切な相談及び受診を

行うよう促すとともに、サービス提供に当たっては以下の点に留意すること。 

・ サービスを行う事業者等は、保健所とよく相談した上で、居宅介護支援事

業所等と連携し、サービスの必要性を再度検討の上、感染防止策を徹底させ

てサービスの提供を継続すること。 

・ サービスを提供する者のうち、基礎疾患を有する者及び妊婦等は、感染した

際に重篤化するおそれが高いため、勤務上の配慮を行うこと。 

・ サービスの提供に当たっては、サービス提供前後における手洗い、マスク

の着用、エプロンの着用、必要時の手袋の着用、咳エチケットの徹底を行う

と同時に、事業所内でもマスクを着用する等、感染機会を減らすための工夫

を行うこと。 

・ 可能な限り担当職員を分けての対応や、最後に訪問する等の対応を行うこ

と。 

 

２．新型コロナウイルス感染症に感染した者が発生した場合の取組 

社会福祉施設等の利用者等（当該施設等の利用者及び職員等をいう。）に新型コロ

ナウイルス感染症に感染した者が発生した場合には、感染拡大防止の観点から、以下

の取組を徹底する。 
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なお、特段の記載（【 】の中で記載しているもの。）がない限り、新型コロナウイ

ルス感染が疑われる者※が発生した場合も同様の取扱いとする。その際、以下の記載

のうち「濃厚接触者」は「感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる者」と読み替え

るものとする。 

※「新型コロナウイルス感染が疑われる者」： 

社会福祉施設等の利用者等であって、風邪の症状や 37.5 度以上の発熱が４日以

上（高齢者・基礎疾患がある者・妊婦である利用者等については２日程度）続いて

いる者又は強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難）がある者、医師が総合的

に判断した結果、新型コロナウイルス感染症を疑う者であって、PCR陽性等診断が

確定するまでの間の者。 

 

(1) 情報共有・報告等の実施 

○ 利用者等において、新型コロナウイルス感染者が発生した場合、当該事業

所等は、速やかに管理者等への報告を行い、当該事業所内での情報共有を行

うとともに、指定権者（障害福祉サービス等にあっては、当該利用者の支給

決定を行う市町村を含む。以下同様。）への報告を行うこと。また、当該利用

者の家族等に報告を行うこと。 

○ また、当該利用者の主治医及び担当の居宅介護支援事業所等に報告を行

う。 

【新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合は、「帰国者・接触

者相談センター」に電話連絡し、指示を受けること。速やかに管理者等への

報告を行い、当該施設内での情報共有を行うとともに、指定権者への報告を

行うこと。また、当該利用者の家族等に報告を行うこと。】 

 

(2) 積極的疫学調査の協力 

○ 感染者が発生した場合は、保健所の指示に従い、濃厚接触者となる利用者

等の特定に協力すること。その際、可能な限り利用者のケア記録の提供等を

行うこと。 

  【新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合は、当該施設等に

おいて、感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる職員を特定すること。濃

厚接触が疑われる職員については、以下を参考に特定すること。 

 ・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者と同室または長時間の接触があっ

た者 

・ 適切な感染の防護無しに新型コロナウイルス感染が疑われる者を看護若

しくは介護していた者 
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・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者の気道分泌液若しくは体液、排泄

物等の汚染物質に直接触れた可能性が高い者】 

 

(3) 新型コロナウイルス感染症の感染者への適切な対応の実施 

○ 感染者については、以下の対応を行う 

① 職員の場合の対応 

職員の感染が判明した場合、原則入院することとなるが、症状等によっ

ては自治体の判断に従うこととなること。 

【感染が疑われる職員については、「帰国者・接触者相談センター」に電

話連絡し、指示を受けること。ただし、濃厚接触者であって感染が疑われ

る場合は、積極的疫学調査を実施している保健所に相談すること。】 

 

② 利用者の場合の対応 

利用者に新型コロナウイルス感染症の感染が判明した場合は、原則入院

することとなること。 

【感染が疑われる利用者については、「帰国者・接触者相談センター」に

電話連絡し、指示を受けること。ただし、濃厚接触者であって感染が疑わ

れる場合は、積極的疫学調査を実施している保健所に相談すること。】 

 

(4) 新型コロナウイルス感染症の濃厚接触者への適切な対応の実施 

○ 濃厚接触者については、保健所と相談の上、以下の対応を行う。 

なお、濃厚接触者については 14日間にわたり健康状態を観察することとし

ており、以下の対応は感染者との最終接触から 14日間行うことが基本となる

が、詳細な期間については保健所の指示に従うこと。 

 

① 職員の場合の対応 

保健所により濃厚接触者とされた職員については、自宅待機を行い、保

健所の指示に従う。職場復帰時期については、発熱等の症状の有無等も踏

まえ、保健所の指示に従う。 

【感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる職員のうち発熱等の症状

がある場合は、自宅待機を行い、保健所の指示に従う。発熱等の症状が

ない場合であっても、保健所と相談の上、可能な限りサービス提供を行

わないことが望ましい。】 

 

② 利用者の場合の対応 
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保健所により濃厚接触者とされた利用者については、居宅介護支援事業

所等が、保健所と相談し、生活に必要なサービスを確保する。その際、保

健所とよく相談した上で、訪問介護等の必要性を再度検討すること。 

 

検討の結果、必要性が認められ、サービスを提供することとなる場合に

は、以下の点に留意すること。 

・ サービスを提供する者のうち、基礎疾患を有する者及び妊婦等は、感

染した際に重篤化するおそれが高いため、勤務上の配慮を行うこと。 

・ サービスの提供に当たっては、 地域の保健所とよく相談した上で、そ

の支援を受けつつ、訪問時間を可能な限り短くする等、感染防止策を徹

底すること。具体的には、 サービス提供前後における手洗い、マスクの

着用、エプロンの着用、必要時の手袋の着用、咳エチケットの徹底を行

うと同時に、事業所内でもマスクを着用する等、感染機会を減らすため

の工夫を行うこと。 

 

＜サービス提供にあたっての留意点＞ 

・ 自身の健康管理に留意し、出勤前に各自で体温を計測して、発熱や

風邪症状等がある場合は出勤しないこと。 

・ 濃厚接触者とその他の利用者の介護等に当たっては、可能な限り担

当職員を分けての対応や、最後に訪問する等の対応を行う。 

・ 訪問時間を可能な限り短くできるよう工夫を行う。やむを得ず長時

間の見守り等を行う場合は、可能な範囲で当該利用者との距離を保つ

ように工夫する。 

・ 訪問時には、換気を徹底する。 

・ ケアに当たっては、職員は使い捨て手袋とマスクを着用すること。

咳込みなどがあり、飛沫感染のリスクが高い状況では、必要に応じて

ゴーグル、使い捨てエプロン、ガウン等を着用する。 

・ 体温計等の器具については、消毒用体温計等の器具については、消

毒用エタノールで清拭を行う。 

・ サービス提供開始時と終了時に、（液体）石けんと流水による手洗い

または消毒用エタノールによる手指消毒を実施する。手指による手指

消毒を実施する。手指消毒の前に顔（目・鼻・口）を触らないように

注意する。「１ケア１手洗い」、「ケア前後の手洗い」を基本とする。 
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＜個別のケア等の実施に当たっての留意点＞ 

濃厚接触者に対する個別のケア等の実施に当たっては以下の点に留意

すること。 

(ⅰ)食事の介助等 

・ 食事前に利用者に対し、（液体）石けんと流水による手洗い等を実

施する。 

・ 食事は使い捨て容器を使用するか、自動食器洗浄器の使用、また

は、洗剤での洗浄を行う。 

・ 食事の準備等を短時間で実施できるよう工夫を行う。 

(ⅱ) 排泄の介助等 

・ おむつ交換の際は、排泄物に直接触れない場合であっても、手袋

に加え、マスク使い捨てエプロンを着用する。 

(ⅲ) 清潔・入浴の介助等 

・ 介助が必要な者（訪問入浴介護を利用する者を含む）について

は、原則清拭で対応する。清拭で使用したタオル等は、手袋とマス

クを着用し、一般的な家庭用洗剤で洗濯し、完全に乾燥させる。 

(ⅳ) 環境整備 

・ 部屋の清掃を行う場合は、手袋を着用し、消毒用エタノールで清

拭する。または、次亜塩素酸ナトリウム液で清拭後、湿式清掃し、

乾燥させる。なお、次亜塩素酸ナトリウム液を含む消毒薬の噴霧に

ついては、吸引すると有害であり、効果が不確実であることから行

わないこと。トイレのドアノブや取手等は、消毒用エタノールで清

拭し、消毒を行う。または、次亜塩素酸ナトリウム液（0.05％）で

清拭後、水拭きし、乾燥させる。保健所の指示がある場合は、その

指示に従うこと。 



利用者の状況に応じた対応について（入所施設・居住系）

(1)施設等における
取組

（感染症対策の再徹底）
○ 感染の疑いについてより早期に把握できるよう、日頃から利用者の健康の状態や変化の有無等に留意

○ 感染防止に向け、職員間での情報共有を密にし、感染防止に向けた取組を職員が連携して推進

○ 積極的疫学調査への円滑な協力が可能となるよう、症状出現後の接触者リスト、ケア記録、勤務表、施設内に出入りした者の記録
等を準備

（面会及び施設への立ち入り）
○ 面会は、緊急やむを得ない場合を除き、制限すること。テレビ電話等の活用を行うこと等の工夫をすることも検討

○ 委託業者等についても、物品の受け渡し等は玄関など施設の限られた場所で行うことが望ましく、施設内に立ち入る場合について
は、体温を計測してもらい、発熱が認められる場合には入館を断る

○ 面会者や業者等の施設内に出入りした者の氏名・来訪日時・連絡先について、積極的疫学調査への協力が可能となるよう記録

(2)職員の取組

（感染症対策の再徹底）
○ 「高齢者介護施設における感染対策マニュアル改訂版」等を参照の上、マスクの着用を含む咳エチケットや手洗い、アルコール消
毒等を徹底

○ 出勤前に体温を計測し、発熱等の症状が認められる場合には出勤を行わないことを徹底

○ 感染が疑われる場合は、「 新型コロナウイルス 感染症についての相談・受診の目安」を踏まえて適切に対応

○ 職場外でも感染拡大を防ぐための取組が重要。換気が悪く、人が密に集まって過ごすような空間に集団で集まることを避ける等の
対応を徹底

(3)リハビリテー
ション等の実施の
際の留意点

○ ADL維持等の観点から、リハビリテーション等の実施は重要である一方、感染拡大防止の観点から、「３つの密」（「換気が悪い
密閉空間」、「多数が集まる密集場所」及び「間近で会話や発声をする密接場面」）を避ける必要

○ 可能な限り同じ時間帯・同じ場所での実施人数の縮小、定期的な換気、互いに手を伸ばしたら手が届く範囲以上の距離の確保、声
を出す機会の最小化、声を出す機会が多い場合のマスク着用、清掃の徹底、共有物の消毒の徹底、手指衛生の励行の徹底

１．感染防止に向けた取組

入所施設等
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定義
(1)情報共有
・報告等

(2)消毒
・清掃等

(3)積極的疫学調
査への協力等

(4)感染者への対応／(5)濃厚接触者への対応

職員 利用者

感染者
医療機関が特定

・ＰＣＲ陽性の者

・利用者等（利用者・
職員）に発生した場
合、速やかに施設長
等に報告し、施設内
で情報共有

・指定権者、家族等に
報告

・居室及び利
用した共用ス
ペースを消
毒・清掃。手
袋を着用し、
消毒用エタ
ノールまたは
次亜塩素酸ナ
トリウム液で
清拭等

・保健所の指
示がある場合
は指示に従う

・利用者等に発生
した場合、保健所
の指示に従い、濃
厚接触者の特定に
協力

・可能な限り利用
者のケア記録や面
会者の情報を提供

・原則入院
（症状等によっては自
治体の判断に従う）

・原則入院。高齢者や基礎疾患を有する者等以外の者に
ついては症状等によっては自治体の判断

感染が疑
われる者

施設等が判断

・風邪の症状や37.5
度以上の発熱が２
日程度続いている
者又は強いだるさ
や息苦しさがある
者、医師が総合的
に判断した結果感
染を疑う者
※ＰＣＲ陽性等診断
が確定前の者

・利用者等に発生した
場合、「相談セン
ター」（帰国者・接
触者相談センター）
に電話連絡し、指示
を受ける

・速やかに施設長等に
報告し、施設内で情
報共有

・指定権者、家族等に
報告

・利用者等に発生
した場合、当該施
設等において、感
染が疑われる者と
の濃厚接触が疑わ
れる者を特定

・「相談センター」に電話連絡し、指示を受ける

濃厚接触
者

保健所が特定

・感染者と同室・長
時間接触
・適切な防護無しに
感染者を診察、看
護、介護
・感染者の気道分泌
液等に直接接触

－ － －

・自宅待機を行い、保
健所の指示に従う

・職場復帰時期につい
ては、発熱等の症状
の有無等も踏まえ、
保健所の指示に従う

・原則として個室に移動。個室が足りない場合は、症状
のない濃厚接触者を同室に。個室管理ができない場合、
マスク着用、ベッド間隔を2m以上あける等の対応。部
屋を出る場合はマスクを着用し、手指衛生を徹底

・可能な限りその他利用者と担当職員を分けて対応

・ケアに当たっては、部屋の換気を十分に実施

・職員は使い捨て手袋とマスクを着用。飛沫感染のリス
クが高い状況では、必要に応じてゴーグル等を着用

・体温計等の器具は、可能な限り専用に

・ケアの開始時と終了時に、石けんと流水による手洗い
等による手指消毒を実施。手指消毒の前に顔を触らな
いように注意。「１ケア１手洗い」等が基本

・有症状者については、リハビリテーション等は実施し
ない。無症状者については、手指消毒を徹底した上で、
職員は使い捨て手袋とマスクを着用し個室等において、
実施も可能

※保健所と相談の上、対応

※個別ケア等実施時の留意点は別添のとおり

感染が疑
われる者
との濃厚
接触が疑
われる者

施設等が特定

・「感染が疑われる
者」と同室・長時
間接触
・適切な防護無しに
「感染が疑われる
者」を診察、看護、
介護
・「感染が疑われる
者」の気道分泌液
等に直接接触

－ － －

・発熱等の症状がある
場合は、自宅待機を
行い、保健所の指示
に従う。復帰時期に
ついては上欄に同じ

・発熱等の症状がない
場合は、保健所と相
談の上、疑われる職
員数等の状況も踏ま
え対応

２．新型コロナウイルス感染症に感染した者等が発生した場合の取組 入所施設等
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利用者の状況に応じた対応について（通所系・短期入所）

(1)施設等における
取組

（感染症対策の再徹底）
○ 感染防止に向け、職員間での情報共有を密にし、感染防止に向けた取組を職員が連携して推進

○ 積極的疫学調査への円滑な協力が可能となるよう、症状出現後の接触者リスト、ケア記録、勤務表、施設内に出入りした者の記録
等を準備

（施設への立ち入り）
○ 委託業者等による物品の受け渡し等は玄関など施設の限られた場所で行うことが望ましく、施設内に立ち入る場合については、体
温を計測してもらい、発熱が認められる場合には入館を断る

○ 業者等の施設内に出入りした者の氏名・来訪日時・連絡先について、積極的疫学調査への協力が可能となるよう記録

(2)職員の取組

（感染症対策の再徹底）
○ 「高齢者介護施設における感染対策マニュアル改訂版」等を参照の上、マスクの着用を含む咳エチケットや手洗い、アルコール消
毒等を徹底

○ 出勤前に体温を計測し、発熱等の症状が認められる場合には出勤を行わないことを徹底

○ 感染が疑われる場合は、「 新型コロナウイルス 感染症についての相談・受診の目安」を踏まえて適切に対応

○ 職場外でも感染拡大を防ぐための取組が重要。換気が悪く、人が密に集まって過ごすような空間に集団で集まることを避ける等の
対応を徹底

(3)ケア等の実施時
の取組

（基本的な事項）
○ 感染拡大防止の観点から、「３つの密」（「換気が悪い密閉空間」、「多数が集まる密集場所」及び「間近で会話や発声をする密
接場面」）を避ける必要があり、可能な限り同じ時間帯・同じ場所での実施人数の縮小、定期的な換気、互いに手を伸ばしたら手が届
く範囲以上の距離の確保等の利用者同士の距離への配慮、声を出す機会の最小化、声を出す機会が多い場合のマスク着用、清掃の徹底、
共有物の消毒の徹底、手指衛生の励行の徹底

（送迎時等の対応等）
○ 送迎車に乗る前に、本人・家族又は職員が本人の体温を計測し、発熱が認められる場合には、利用を断る

○ 送迎時には、窓を開ける等換気に留意。送迎後に利用者の接触頻度が高い場所（手すり等）を消毒

○ 発熱により利用を断った利用者については、居宅介護支援事業所に情報提供。同事業所は必要に応じ、訪問介護等の提供を検討

○ 市区町村や社会福祉施設等においては、都道府県や衛生主管部局 、地域の保健所と十分に連携の上、必要となる代替サービスの確
保・調整等、利用者支援の観点で居宅介護支援事業所等や社会福祉施設等において必要な対応がとられるように努める

（リハビリテーション等の実施の際の留意点）
○ ADL維持等の観点から、リハビリテーション等の実施は重要である一方、感染拡大防止の観点から、「３つの密」を避ける必要

１．感染防止に向けた取組

通所系等
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定義
(1)情報共有
・報告等

(2)消毒
・清掃等

(3)積極的疫学調
査への協力等

(4)感染者への対応／(5)濃厚接触者への対応

職員 利用者

感染者
医療機関が特定

・ＰＣＲ陽性の者

・利用者等に発生した
場合、速やかに管理
者等に報告し、施設
内で情報共有

・指定権者、家族等に
報告

・主治医及び居宅介護
支援事業所に報告

・居室及び利
用した共用ス
ペースを消
毒・清掃。手
袋を着用し、
消毒用エタ
ノールまたは
次亜塩素酸ナ
トリウム液で
清拭等

・保健所の指
示がある場合
は指示に従う

・利用者等に発生
した場合、保健所
の指示に従い、濃
厚接触者の特定に
協力

・可能な限り利用
者のケア記録や面
会者の情報を提供

・原則入院
（症状等によっては自治
体の判断に従う）

・原則入院。高齢者や基礎疾患を有する者等以外の
者については症状等によっては自治体の判断

感染が疑
われる者

施設等が判断

・風邪の症状や37.5
度以上の発熱が２
日程度続いている
者又は強いだるさ
や息苦しさがある
者、医師が総合的
に判断した結果感
染を疑う者
※ＰＣＲ陽性等診断
が確定前の者

・利用者等に発生した
場合、「相談セン
ター」に電話連絡し、
指示を受ける

・速やかに管理者等に
報告し、施設内で情
報共有

・指定権者、家族等に
報告

・主治医及び居宅介護
支援事業所に報告

・利用者等に発生
した場合、当該施
設等において、感
染が疑われる者と
の濃厚接触が疑わ
れる者を特定

・特定した利用者
について居宅介護
支援事業所に報告

・「相談センター」に電話連絡し、指示を受ける

濃厚接触
者

保健所が特定

・感染者と同室・長
時間接触
・感染者の気道分泌
液等に直接接触

－ － －

・自宅待機を行い、保健
所の指示に従う

・職場復帰時期について
は、発熱等の症状の有
無等も踏まえ、保健所
の指示に従う ・自宅待機を行い、保健所の指示に従う。居宅介護

支援事業所は、保健所と相談し、生活に必要なサー
ビスを確保

・短期入所においては、必要に応じ、入所施設・居
住系サービスと同様の対応

感染が疑
われる者
との濃厚
接触が疑
われる者

施設等が特定

・「感染が疑われる
者」と同室・長時
間接触
・「感染が疑われる
者」の気道分泌液
等に直接接触

－ － －

・発熱等の症状がある場
合は、自宅待機を行い、
保健所の指示に従う。
復帰時期については上
欄に同じ

・発熱等の症状がない場
合は、保健所と相談の
上、疑われる職員数等
の状況も踏まえ対応

２．新型コロナウイルス感染症に感染した者等が発生した場合の取組 通所系等
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利用者の状況に応じた対応について（訪問系）

(1)施設等における
取組

（感染症対策の再徹底）
○ 感染防止に向け、職員間での情報共有を密にし、感染防止に向けた取組を職員が連携して推進

○ 積極的疫学調査への円滑な協力が可能となるよう、ケア記録、勤務表の記録等を準備

(2)職員の取組

（感染症対策の再徹底）
○ 「高齢者介護施設における感染対策マニュアル改訂版」等を参照の上、マスクの着用を含む咳エチケットや手洗い、アルコール消
毒等を徹底

○ 出勤前に体温を計測し、発熱等の症状が認められる場合には出勤を行わないことを徹底

○ 感染が疑われる場合は、「 新型コロナウイルス 感染症についての相談・受診の目安」を踏まえて適切に対応

○ 職場外でも感染拡大を防ぐための取組が重要。換気が悪く、人が密に集まって過ごすような空間に集団で集まることを避ける等の
対応を徹底

(3)ケア等の実施時
の取組

（基本的な事項）
○ サービス提供に先立ち、本人の体温を計測し、発熱が認められる場合には、「「新型コロナウイルス感染症についての相談・受診
の目安」を踏まえた対応について」を踏まえた適切な相談及び受診を行うよう促すとともに、サービス提供時は以下の点に留意
・ 保健所とよく相談した上で、居宅介護支援事業所等と連携し、サービスの必要性を再度検討の上、感染防止策を徹底させてサー
ビスの提供を継続

・ 基礎疾患を有する者及び妊婦等は、感染した際に重篤化するおそれが高いため、勤務上の配慮を行う

・ サービスの提供に当たっては、サービス提供前後における手洗い、マスクの着用、エプロンの着用、必要時の手袋の着用、咳エ
チケットを徹底。事業所内でもマスクを着用する等、感染機会を減らすための工夫

・ 可能な限り担当職員を分けての対応や、最後に訪問する等の対応

１．感染防止に向けた取組

訪問系
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定義
(1)情報共有
・報告等

(2)消毒
・清掃等

(3)積極的疫学調
査への協力等

(4)感染者への対応／(5)濃厚接触者への対応

職員 利用者

感染者
医療機関が特定

・ＰＣＲ陽性の者

・利用者等に発生した
場合、速やかに管理
者等に報告し、施設
内で情報共有

・指定権者、家族等に
報告

・主治医及び居宅介護
支援事業所に報告

－

・利用者等に発生
した場合、保健所
の指示に従い、濃
厚接触者の特定に
協力

・可能な限り利用
者のケア記録を提
供等

・原則入院
（症状等によっては自治
体の判断に従う）

・原則入院。高齢者や基礎疾患を有する者等以外の
者については症状等によっては自治体の判断

感染が疑
われる者

施設等が判断

・風邪の症状や37.5
度以上の発熱が２
日程度続いている
者又は強いだるさ
や息苦しさがある
者、医師が総合的
に判断した結果感
染を疑う者
※ＰＣＲ陽性等診断
が確定前の者

・利用者等に発生した
場合、「相談セン
ター」に電話連絡し、
指示を受ける

・速やかに管理者等に
報告し、施設内で情
報共有

・指定権者、家族等に
報告

・主治医及び居宅介護
支援事業所に報告

・利用者等に発生
した場合、当該施
設等において、感
染が疑われる者と
の濃厚接触が疑わ
れる職員を特定

・「相談センター」に電話連絡し、指示を受ける

濃厚接触
者

保健所が特定

・適切な防護無しに
感染者を看護、介
護
・感染者の気道分泌
液等に直接接触

－ － －

・自宅待機を行い、保健
所の指示に従う

・職場復帰時期について
は、発熱等の症状の有
無等も踏まえ、保健所
の指示に従う

・居宅介護支援事業所等が、保健所と相談し、生活
に必要なサービスを確保。その際、保健所とよく相
談した上で、訪問介護等の必要性を再度検討

・検討の結果、必要性が認められ、サービスを提供
することとなる場合には、以下の点に留意

基礎疾患を有する者及び妊婦等は、感染した際に
重篤化するおそれが高いため、勤務上配慮

サービス提供時は、保健所とよく相談した上で、
その支援を受けつつ、訪問時間を可能な限り短く
する等、感染防止策を徹底。サービス提供前後に
おける手洗い、マスクの着用、エプロンの着用、
必要時の手袋の着用、咳エチケットの徹底を行う
と同時に、事業所内でもマスクを着用する等、感
染機会を減らすための工夫

※サービス提供時及び個別ケア等実施時の留意点は
別添のとおり

感染が疑
われる者
との濃厚
接触が疑
われる者

施設等が特定

・適切な防護無しに
「感染が疑われる
者」を看護、介護
・「感染が疑われる
者」の気道分泌液
等に直接接触

－ － －

・発熱等の症状がある場
合は、自宅待機を行い、
保健所の指示に従う

・発熱等の症状がない場
合であっても、保健所
と相談の上、可能な限
りサービス提供を行わ
ないことが望ましい

２．新型コロナウイルス感染症に感染した者等が発生した場合の取組 訪問系
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【入所施設・居住系】

＜個別のケア等の実施に当たっての留意点＞
濃厚接触者に対する個別のケア等の実施に当たっては以下の点に留意する。

(ⅰ)食事の介助等
・ 食事介助は、原則として個室で行う
・ 食事前に利用者に対し、（液体）石けんと流水による手洗い等を実施
・ 食器は使い捨て容器を使用するか、または、濃厚接触者のものを分けた上で、熱水洗浄が可能な自動食器洗浄機を使用
・ まな板、ふきんは、洗剤で十分洗い、熱水消毒するか、次亜塩素酸ナトリウム液に浸漬後、洗浄

(ⅱ)排泄の介助等
・ 使用するトイレの空間は分ける
・ おむつ交換の際は、排泄物に直接触れない場合であっても、手袋に加え、マスク、使い捨てエプロンを着用
・ おむつは感染性廃棄物として処理
※ ポータブルトイレを利用する場合の介助も同様とする。（使用後ポータブルトイレは洗浄し、次亜塩素酸ナトリウム液等で処理）

(ⅲ)清潔・入浴の介助等
・ 介助が必要な場合は、原則として清拭で対応する。清拭で使用したタオル等は熱水洗濯機（80℃10分間）で洗浄後、乾燥を行うか、また
は、次亜塩素酸ナトリウム液浸漬後、洗濯、乾燥
・ 個人専用の浴室で介助なく入浴ができる場合は、入浴を行ってもよい。その際も、必要な清掃等を実施

(ⅳ)リネン・衣類の洗濯等
・ 当該利用者のリネンや衣類については、その他の利用者と必ずしも分ける必要はないが、熱水洗濯機（80℃10分間）で処理し、洗浄後乾
燥させるか、または、次亜塩素酸ナトリウム液浸漬後、洗濯、乾燥
・ 当該利用者が鼻をかんだティッシュ等のゴミの処理は、ビニール袋に入れて感染性廃棄物として処理

別添
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【訪問系】

＜サービス提供にあたっての留意点＞
・ 自身の健康管理に留意し、出勤前に各自で体温を計測して、発熱や風邪症状等がある場合は出勤しない
・ 濃厚接触者とその他の利用者の介護等に当たっては、可能な限り担当職員を分けての対応や、最後に訪問する等の対応
・ 訪問時間を可能な限り短くできるよう工夫。やむを得ず長時間の見守り等を行う場合は、可能な範囲で当該利用者との距離を保つように
工夫
・ 訪問時には、換気を徹底
・ ケアに当たっては、職員は使い捨て手袋とマスクを着用。咳込みなどがあり、飛沫感染のリスクが高い状況では、必要に応じてゴーグル、
使い捨てエプロン、ガウン等を着用
・ 体温計等の器具については、消毒用体温計等の器具については、消毒用エタノールで清拭
・ サービス提供開始時と終了時に、（液体）石けんと流水による手洗いまたは消毒用エタノールによる手指消毒を実施。手指による手指消
毒を実施。手指消毒の前に顔（目・鼻・口）を触らないように注意。「１ケア１手洗い」、「ケア前後の手洗い」を基本とする

＜個別のケア等の実施に当たっての留意点＞
濃厚接触者に対する個別のケア等の実施に当たっては以下の点に留意すること。
(ⅰ)食事の介助等
・ 食事前に利用者に対し、（液体）石けんと流水による手洗い等を実施
・ 食事は使い捨て容器を使用するか、自動食器洗浄器の使用、または、洗剤での洗浄を実施
・ 食事の準備等を短時間で実施できるよう工夫

(ⅱ) 排泄の介助等
・ おむつ交換の際は、排泄物に直接触れない場合であっても、手袋に加え、マスク使い捨てエプロンを着用

(ⅲ) 清潔・入浴の介助等
・ 介助が必要な者（訪問入浴介護を利用する者を含む）については、原則清拭で対応する。清拭で使用したタオル等は、手袋とマスクを着
用し、一般定な家庭用洗剤で洗濯し、完全に乾燥させる

(ⅳ) 環境整備
・ 部屋の清掃を行う場合は、手袋を着用し、消毒用エタノールで清拭。または、次亜塩素酸ナトリウム液で清拭後、湿式清掃し、乾燥。な
お、次亜塩素酸ナトリウム液を含む消毒薬の噴霧については、吸引すると有害であり、効果が不確実であることから行わないこと。トイレ
のドアノブや取手等は、消毒用エタノールで清拭、または、次亜塩素酸ナトリウム液（0.05％）で清拭後、水拭きし、乾燥

別添
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（参考） 

 

 

社会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応に係る事務連絡等 

 

社会福祉施設等が提供する各種サービスは、利用者の方々やその家族の生活を継続す

る上で欠かせないものであり、十分な感染防止対策を前提として、利用者に対して必要

な各種サービスが継続的に提供されることが重要である。利用者への各種サービスの提

供に当たっては、次の（１）から（９）までの事項について十分に理解した上で、適切

に対応いただきたい。 

  

（１）基本的な事項 

新型コロナウイルス感染症の感染防止対策（咳エチケット、手洗い、アルコー

ル消毒等）、流行地域からの帰国者等の取扱い、新型コロナウイルス感染症が発

生した場合の対応等については、次の事務連絡を参照すること。 

・ 社会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応について（その２）（令

和２年２月 14 日厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室ほか連名事

務連絡）【参考１－１】 

・ 社会福祉施設等の利用者等に新型コロナウイルス感染症が発生した場合等の

対応について（令和２年２月 18 日厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事

務連絡）【参考１－２】 

 ・ 「社会福祉施設等の利用者等に新型コロナウイルス感染症が発生した場合等

の対応について（令和２年２月 18日付事務連絡）」に関するＱ＆Ａについて（令

和２年２月 21日厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡）【参考１－

３】 

・ 社会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応の徹底について（令和

２年２月 23日厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課ほか連名事務連絡）【参考１

－４】 

・ 社会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応について（令和２年３

月 19日現在）（令和２年３月 19日厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課ほか事

務連絡）【参考１－５】 

・ 「新型コロナウイルス感染症の軽度者等に係る宿泊療養及び自宅療養の対象

並びに自治体における対応に向けた準備について」等の周知について（令和２

年４月３日厚生労働省健康局結核感染症課ほか事務連絡）【参考１－６】 

 

（２）感染拡大防止に関する事項 

職員や利用者の体温計測及び発熱等の症状がある場合の対応、面会制限や委託

業者等への対応等、感染拡大防止のための対応については、次の事務連絡等を参

照すること。 

・ 社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスに限る。）における感染拡大防止

のための留意点について（令和２年２月 24 日厚生労働省健康局結核感染症課

ほか連名事務連絡）【参考２－１】 



・ 社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスを除く。）における感染拡大防止

のための留意点について（令和２年２月 24 日厚生労働省健康局結核感染症課

ほか連名事務連絡）【参考２－２】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る医療的ケアを必要とする児童への対応につ

いて（令和２年２月 25 日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課

事務連絡）【参考２－３】 

・ 認知症対応型共同生活介護事業所における新型コロナウイルス感染症の感染

拡大防止のための対応について（令和２年２月 27 日厚生労働省老健局総務課

認知症施策推進室事務連絡）【参考２－４】 

・ 有料老人ホーム等における新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため

の対応について（令和２年２月 27 日厚生労働省老健局高齢者支援課、国土交

通省住宅局安心居住推進課連名事務連絡）【参考２－５】 

・ 共同生活援助事業所における新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のた

めの対応について（令和２年２月 28 日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉

部障害福祉課地域生活支援推進室事務連絡）【参考２－６】 

・ 福祉型障害児入所施設における新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の

ための対応について（令和２年２月 28 日厚生労働省社会・援護局障害保健福

祉部障害福祉課障害児・発達障害者支援室事務連絡）【参考２－７】 

・ 新型コロナウイルス感染症に対する感染管理（2020 年２月 21 日国立感染症

研究所、国立国際医療研究センター国際感染症センター）【参考２－８】 

・ 介護予防・日常生活支援総合事業等における新型コロナウイルスへの対応に

ついて（令和２年３月３日厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか事務

連絡）【参考２－９】 

・  市町村が措置を行う場合における新型コロナウイルスの感染拡大防止のた

めの対応について（令和２年３月６日厚生労働省老健局総務課認知症施策推進

室ほか事務連絡）【参考２－10】 

・ 社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について（令和２年３

月６日厚生労働省健康局結核感染症課ほか事務連絡）【参考２－11】 

・ 「社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスに限る。）における感染拡大防

止のための留意点について（令和２年２月 24日付事務連絡）」に関するＱ＆Ａ

について（令和２年３月６日厚生労働省健康局結核感染症課ほか事務連絡）【参

考２－12】 

・ 社会福祉施設等職員に対する「新型コロナウイルスの集団感染を防ぐために」

の周知について（令和２年３月９日厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合

対策室ほか事務連絡）【参考２－13】 

・ 「社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について（令和２年 

３月６日付事務連絡）」に関するＱ＆Ａについて（令和２年３月 16日厚生労働

省健康局結核感染症課ほか事務連絡）【参考２－14】 

・ 社会福祉施設等における感染拡大防止のための取組の徹底について（令和２

年３月 19日厚生労働省健康局結核感染症課ほか事務連絡）【参考２－15】 

・ 社会福祉施設等職員に対する新型コロナウイルス集団発生防止に係る注意喚

起の周知について（令和２年３月 25 日厚生労働省子ども家庭局総務課少子化



総合対策室ほか事務連絡）【参考２－16】 

・ 社会福祉施設等に対する「新型コロナウイルス対策 身のまわりを清潔にしま

しょう。」の周知について（令和２年３月 31日厚生労働省子ども家庭局総務課

少子化総合対策室ほか事務連絡）【参考２－17】 

 

（３）職員の確保に関する事項 

職員の確保が困難な場合の対応については、次の事務連絡を参照すること。 

・ 社会福祉施設等における職員の確保について（令和２年２月 17日厚生労働省

子ども家庭局総務課少子化総合対策室ほか連名事務連絡）【参考３】 

 

（４）衛生用品の確保に関する事項 

マスク、アルコール消毒等の衛生用品については、次の事務連絡を参照するこ

と。 

・ 新型コロナウイルスに関連した感染症の発生に伴うマスク・消毒用アルコー

ル等の高齢者施設等への供給について（令和２年２月 21 日厚生労働省医政局

経済課ほか連名事務連絡）【参考４－１】 

・ 高齢者施設等におけるマスク・消毒用アルコール等に係る充足状況の把握に

ついて（依頼）（令和２年３月４日厚生労働省医政局経済課ほか連名事務連絡）

【参考４－２】 

・ 各都道府県等におけるマスク・消毒用アルコール等の備蓄状況及び高齢者施

設等に対する対応状況の把握について（依頼）（令和２年３月４日厚生労働省

医政局経済課ほか連名事務連絡）【参考４－３】 

・ 都道府県等におけるマスク･消毒用アルコール等の備蓄の積極的放出につい

て（依頼）（令和２年３月 12日厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか

連名事務連絡）【参考４－４】 

・ 新型コロナウイルスに関連した感染症の発生に伴う手指消毒用エタノール 

の優先供給について（令和２年３月 13 日厚生労働省医政局経済課ほか連名事

務連絡）【参考４－５】 

・ 都道府県等におけるマスク･消毒用アルコール等の備蓄の積極的放出につい

て（依頼）（令和２年３月 13日厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策

室ほか連名事務連絡）【参考４－６】 

・ 介護施設等に対する布製マスクの配布について（令和２年３月 18日厚生労働

省医政局経済課（マスク等物資対策班）ほか連名事務連絡）【参考４－７】 

・ 高齢者施設・事業所等に対する布製マスクの具体的な配布方法について（令

和２年３月 19 日厚生労働省医政局経済課（マスク等物資対策班）ほか連名事

務連絡）【参考４－８】 

・ 「布製マスクの配布に関する電話相談窓口」の設置等について（令和２年３

月 25 日厚生労働省医政局経済課（マスク等物資対策班）ほか連名事務連絡）

【参考４－９】 

・ 医療機関等における手指消毒用エタノールの代替品としての特定アルコール

（高濃度エタノール）の希望調査について（令和２年３月 30 日厚生労働省医

政局経済課ほか連名事務連絡）【参考４－10】 



・ 新型コロナウイルス感染症に関連した感染症拡大防止のための衛生・防護用

品の備蓄と社会福祉施設等に対する供給について（令和２年４月７日厚生労働

省医政局経済課ほか連名事務連絡）【参考４－11】 

 

（５）要介護認定に関する事項 

新型コロナウイルス感染症に係る要介護認定の臨時的な取扱いについては、次

の事務連絡を参照すること。 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る要介護認定の臨時的な取扱いについて（令

和２年２月 18日厚生労働省老健局老人保健課事務連絡）【参考５－１】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る要介護認定の臨時的な取扱いについて（そ

の２）（令和２年２月28日厚生労働省老健局老人保健課事務連絡）【参考５－２】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る要介護認定の臨時的な取扱いについて（そ

の３）（令和２年３月13日厚生労働省老健局老人保健課事務連絡）【参考５－３】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る要介護認定の臨時的な取扱いについて（そ

の４）（令和２年４月７日厚生労働省老健局老人保健課事務連絡）【参考５－４】 

 

（６）介護サービス事業所等の人員、施設・設備及び運営基準等の臨時的な取扱いに

関する事項 

介護報酬、人員、施設・設備及び運営基準等の臨時的な取扱いについては、次

の事務連絡を参照すること。 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的

な取扱いについて（令和２年２月 17日厚生労働省老健局総務課認知症施策推進

室ほか連名事務連絡）【参考６－１】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的

な取扱いについて（第２報）（令和２年２月 24 日厚生労働省老健局総務課認知

症施策推進室ほか連名事務連絡）【参考６－２】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的

な取扱いについて（第３報）（令和２年２月 28 日厚生労働省老健局総務課認知

症施策推進室ほか連名事務連絡）【参考６－３】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的

な取扱いについて（第４報）（令和２年３月６日厚生労働省老健局総務課認知症

施策推進室ほか連名事務連絡）【参考６－４】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的

な取扱いについて（第５報）（令和２年３月 26 日厚生労働省老健局総務課認知

症施策推進室ほか連名事務連絡）【参考６－５】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的

な取扱いについて（第６報）（令和２年４月７日厚生労働省老健局総務課認知症

施策推進室ほか連名事務連絡）【参考６－６】 

 

 

（７）障害福祉サービス事業所等の人員、施設・設備及び運営基準等の臨時的な取扱

いに関する事項 



障害福祉サービス等報酬、人員、施設・設備及び運営基準等の臨時的な取扱い

については、次の事務連絡を参照すること。 

・ 新型コロナウイルスへの対応に伴う就労継続支援事業の取扱い等について

（令和２年２月 20日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連

絡）【参考７－１】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等の

臨時的な取扱いについて（第２報）（令和２年２月 20日厚生労働省社会・援護

局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－２】 

・ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に係る障害者（児）への相談支援

の実施等について（令和２年２月 25日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部

障害福祉課事務連絡）【参考７－３】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後

等デイサービス事業所等の対応について（令和２年２月 27日厚生労働省社会・

援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－４】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後

等デイサービス事業所等の対応について（その２）（令和２年２月 28日厚生労

働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－５】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後

等デイサービス事業所等の対応について（その３）（令和２年２月 28日厚生労

働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－６】 

・ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に係る相談支援専門員等研修の臨

時的な取扱いについて（令和２年２月 28日厚生労働省社会・援護局障害保健福

祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－７】 

・ 新型コロナウイルスへの対応に伴う就労継続支援事業の取扱い等について

（第２報）（令和２年２月 28日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福

祉課事務連絡）【参考７－８】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための小学校等の臨時休業に関連した放課

後等デイサービスに係るＱ＆Ａについて（令和２年３月３日厚生労働省社会・

援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－９】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る障害支援区分の認定等の臨時的な取扱いに

ついて（令和２年３月５日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課

ほか連名事務連絡）【参考７－10】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後

等デイサービス事業所等の対応について（その４）（令和２年３月６日厚生労働

省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－11】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後

等デイサービス事業所等への財政支援制度について（令和２年３月６日厚生労

働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－12】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての重症心

身障害児や医療的ケア児等の受け入れについて（令和２年３月６日厚生労働省

社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－13】 

・ 新型コロナウイルスへの対応に伴う就労継続支援事業の取扱い等について



（第３報）（令和２年３月９日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉

課事務連絡）【参考７－14】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等の

臨時的な取扱いについて（第３報）（令和２年３月 10日厚生労働省社会・援護

局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－15】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後

等デイサービス事業所等の対応について（その５）（令和２年３月 13日厚生労

働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－16】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後

等デイサービス事業所等の対応について（その６）（令和２年３月 19日厚生労

働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－17】 

・ 訪問系サービスにおける新型コロナウイルス感染症への対応について（令和

２年３月 19 日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）

【参考７－18】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための小学校の臨時休業に関連した放課後

等デイサービスに係るＱ＆Ａについて（３月 24日版）（令和２年３月 24日厚生

労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－19】 

・ 障害者支援施設における感染拡大防止と発生時の対応について（令和２年３

月 30日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７

－20】 

・ 学校の教育活動再開に関連しての放課後等デイサービス事業所等の対応につ

いて（令和２年３月 31日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事

務連絡）【参考７－21】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての児童通

所支援事業所の対応について（令和２年４月２日厚生労働省社会・援護局障害

保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－22】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る医療的ケアを必要とする児童への対応につ

いて（その２）（令和２年４月３日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害

福祉課事務連絡）【参考７－23】 

 

 （８）児童福祉施設等の人員配置基準等の取扱いについては、次の事務連絡を参照す

ること。 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る児童入所施設等の人員基準等の臨時的な取

扱いについて（令和２年２月 18 日厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課事務連

絡）【参考８－１】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る児童自立支援施設通所及び児童心理治療施

設通所部の臨時的な取扱いについて（令和２年２月 20 日厚生労働省子ども家

庭局家庭福祉課事務連絡）【参考８－２】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての児童養

護施設等の対応について（令和２年２月 28 日厚生労働省子ども家庭局家庭福

祉課事務連絡）【参考８－３】 

・  社会的養護処遇改善加算の研修受講要件の取扱いについて（令和２年３月 18



日厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課事務連絡）【参考８－４】 

 

 （９）その他の事項 

   （１）～（８）以外に関する事項について、事務連絡は下記の通りである。 

   ・ 新型コロナウイルス感染症対応に係る介護報酬等の請求（３月提出分及び４月提

出分）の取扱いについて（依頼）（令和２年３月５日厚生労働省老健局総務課認知

症施策推進室ほか事務連絡）【参考９－１】 

   ・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に伴う緊急一時的な障

害児の受入れについて（令和２年３月６日厚生労働省社会・援護局保健福祉部障害

福祉課ほか事務連絡）【参考９－２】 

   ・ 介護サービス事業所に休業を要請する際の留意点について（令和２年３月６日厚

生労働省健康局結核感染症課ほか事務連絡）【参考９－３】 

   ・ 「新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策－第２弾－」の周知について（令

和２年３月 10 日厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか事務連絡）【参考

９－４】 

   ・ 新型コロナウイルス感染症防止のための小学校等の臨時休業に関連した介護施

設・事業所内保育施設の活用について（令和２年３月 10日厚生労働省社会・援護

局福祉基盤課福祉人材確保対策室ほか事務連絡）【参考９－５】 

   ・ 新型コロナウイルス感染症の発生及び感染拡大による影響を踏まえた社会福祉

施設等を運営する中小企業・小規模事業者への対応について（周知）（令和２年３

月 17日厚生労働省労働基準局監督課ほか事務連絡）【参考９－６】 

   ・ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止と介護予防の取組の推進について（令和２

年３月 19日厚生労働省老健局振興課ほか事務連絡）【参考９－７】 

   ・ セーフティネット保証５号の対象業種（ 社会福祉施設等関連）の指定について

（令和２年３月 24日厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室ほか事務連

絡）【参考９－８】 

   ・ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止と介護予防の取組の推進について（その２）

（令和２年３月 27日厚生労働省老健局振興課ほか事務連絡）【参考９－９】 

   ・ セーフティネット保証５号対象業種（老人福祉・介護関係）の追加指定について

（令和２年３月 31日厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか事務連絡）【参

考９－10】 

   ・ 介護サービス事業所に休業を要請する際の留意点について（その２）（令和２年

４月７日厚生労働省健康局結核感染症課ほか事務連絡）【参考９－11】 

 

 

  



 

  

（認可外保育施設に関するお問い合わせ） 

  厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４８３８） 

 

（保育所等に関するお問い合わせ） 

  厚生労働省子ども家庭局保育課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４８５４，４８５３） 

 

 （児童福祉施設等に関するお問い合わせ） 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４８６８） 

厚生労働省子ども家庭局母子保健課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４９７６、４９７７） 

 

（子育て援助活動支援事業、放課後児童クラブに関するお問い合わせ） 

厚生労働省子ども家庭局子育て支援課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４９６６） 

 

（保護施設に関するお問い合わせ） 

厚生労働省社会・援護局保護課 

ＴＥＬ：０３―５２５３－１１１１（内線２８３３） 

 

（障害福祉サービス事業所等に関するお問い合わせ） 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３１４８） 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３０２２） 

 

（介護保険サービスに関するお問い合わせ） 

・介護老人福祉施設、特定施設入居者生活介護等について 

厚生労働省老健局高齢者支援課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９２９、３９７１） 

・訪問介護、通所介護、居宅介護支援、小規模多機能型居宅介護等について 

・認知症対応型共同生活介護、認知症対応型通所介護等について 

厚生労働省老健局振興課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９３７、３９７９） 

・介護老人保健施設、介護医療院、介護予防通所リハビリ等について 

厚生労働省老健局老人保健課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９４８、３９４９） 

 


